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　スウェーデンにおいて株式会社としてのbolagに関する法律が始めて制
定されたのは、およそ19世紀中葉であった。この法律は、今日、一般には
1848年の株式会社法として知られているが、正式には1848年10月6日付
のスウェーデンの法規に関する法令（kungl．F6rordningen　den　6　Oktober
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1848　af　den　svenska　lagstiftningen）と呼ばれる。とはいえスウェーデン
でも経済的な事実としての株式会社の起源は、他のヨーロッパ諸国のそれ
と同様に、この法律の制定よりも遥に古い時代にまで湖ることができる。
　既に本稿の（1）で指摘したように、一般に初期株式会社の形成の過程
は、資本の結合様式という点からみれば、歴史的に最初に登場する機能資
本と無機能化資本の結合様式としてコメンダの形成、それより若干遅れて
登場する相互に独立し機能資本の結合様式としてのソキエタス或いはそれ
を前提とする合名会社の形成、更にはソキエタスへのコメンダ的な出資或
いはソキエタスとコメンダとの融合過程で成立する合資会社の形成の過程
を背景としている。そして各種の資本の結合様式の形成或いはそれに基づ
く各種のいわゆる会社と呼ばれる企業形態の形成の過程には、既にその構
成員の私的財産より区別された共同財産（営業財産）の形成、出資者の出
資持分概念の形成とその譲渡移転、共同財産を基礎とする事業活動の代表
権を表章する商号の形成、その各構成員の対内的・対外的な各種の取決め
とその責任問題、会社機関の形成など、およそどんな資本の結合様式或い
はその発顕形態たる企業形態にせよ、今日、広く会社と呼ばれている共同
企業に関わる基本的な経済的・法律的な諸問題が潜在している1）。もとよ
り株式会社という資本の結合様式・企業形態の形成途上では、そこに潜在
する基本的な経済的・法律的な諸問題は、原理論で説かれるような明確性
と完結性をもって発顕するわけではなくて、様々な不純物を含む。スウェ
ーデンで「資本結合という思考（Kapital　f6reningstanken）」を萌芽的に
表象するbolagが台頭したのは、既述のように、　Guataf　I　Vasaによる統一
国家の成立以前に農村では地方法が、都市では都市法が支配していた時期
であるが、このbolagが、その後株式会社という資本の結合様式・企業形
態の形成・発展に結実していく過程もまた、同様であった。
　スウェーデンで資本結合という思考の形成・発展が、株式会社という
bolagとして結実していく上で「より明確な形態」・「決定的な形態」を
採るようになったのは、およそ17世紀初頭であったと言われている2｝。
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　17世紀は、スウェーデンにおける株式会社の形成・発展にとって、オラ
ンダ東インド会社の設立（1602年、特許状を取得）に刺激されて、それを
模範とする初期株式会社の台頭期であった。既に本稿の（1）で指摘した
ように、この時期にスウェーデンで着手された初期株式会社としてしばし
ば引き合いにだされる代表的な会社は、例えば1607年にKarl　Dく（1550－
1611年、在位1599－1611年）が設立を企画しイェテボリィェに本社を置
くことを定め、「12年間にわたる特権を賦与された貿易会社（ett　fdr　tolf
ar　privilegeradt　Handels－Companie）」（但しこの会社、特許状の取得に
も拘わらずデンマークとの戦役のために実際には未成立）、1615年に
Gustaf　II　Adolf（1594－1632年、在位1611－1632年）が銅の輸出独占権
を取得し「特権を賦与された一般的な貿易会社（ett　privilegieradt
allmant　handelskompani）」、同じくかれの治世下の1619－1628年頃に設
立の企画に着手し、銅の輸出独占を意図したスウェーデン史上著名な「古
い銅会社（det　gamla　Kopparkompaniet）」、1624年に設立され1625年に
12年間にわたる遠海海洋貿易の排他的な独占権を賦与された「いわゆる南
方会社（det　s．k．　SOderkompaniet）」などである3）。これらの会社は何れも、
一定期間にわたって政府の特許状によって承認された初期株式会社であっ
た。それに触発されてスウェーデンでは、17世紀中葉より18世紀初頭にか
けて多数の初期株式会社が設立された。わけても著名な会社は、上記の初
期株式会社と同様に海外貿易活動に従事する「ノッランド・タール貿易会
社（det　norrlandska　tjarhandelskompaniet）」（1648年、特許状を取得）
と「アフリカ会社（det　aftikanska　kompaniet）」（1649年、特許状を取得）
であった。けれども既にこの頃には国内商工業活動に従事する企業もまた、
株式会社形態を、たとえ実験的にせよ採用しつつあったことは、注目して
よい。何故ならこのような初期株式会社の形成・発展によって同国の経済
界は、株式会社という企業形態の設立とその管理・運営に関する或る程度
の基礎的な知識と経験を習得・蓄積していったと思われるからである％
そして18世紀前半には、主として国内工業活動向けの「オーリンゴース製
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造所（Allingas’　manufakturverk）」（1724年、特許状を取得）と「ルース
トランズ社（Rostrands　bolag）」（1729年、特許状を取得）とが、また海
外貿易活動向けの「東インド会社（det　ostindiska　kompa且iet）」（1731年、
特許状を取得）が設立された。それと期を同じくして、本稿の（1）で指
摘したように、同国の経済界で既にかなり習熟していたと推定される合名
会社及び同国の今日の共同経営店の前身であるbolagに対する法的整備の
端緒として、かの一一般法の部分法典として商法典（1734年）が制定された。
この商法典は、形式的にはかっての地方法と都市法におけるbolagという
組織体に関する各種の取決めの中でも商事関連行為に関する部分を統一国
家の要請に従って統合したものであった。けれどもそれは、実質的には当
時既に同国で形成されつつあったいわゆる自由都市を中心として「如何な
る人も商業活動を営むことに対して市民権（burskap）を承認されるべき
であるという要請」5）を法的に明認したものであった。そして更に株式会
社という企業形態に対する法的・制度的な規制が開始するのは、それより
およそ1世紀以上経った1848年の株式会社法の制定まで侯たなければなら
なかった。後述のように、この株式会社法は、それ自体としては、既に経
済的な事実としての当時のスウェーデンでかなり普及していたと推定され
る資本の証券化を背景に、その制度的な保障の一つとして、全社員有限責
任制を明認したに過ぎず、その内容は、それ程整備されたものではなかっ
た。けれどもこの法的明認が同国のその後の株式会社の発展にとって持つ
意味は、多大であった。スウェーデンの近代的な工業化過程の前触れとな
った19世紀中葉（1850年代）には同国は、先進欧米諸国と比較すれば遅
ればせながら、農業における囲い込み運動の終結を含む農業改革を終了し、
それを前提としてほぼ20年後の1870年代には近代的な工業過程へのかの
飛躍を控えていた。この過程は、同国の伝統的な輸出産業としての鉄工・
鉄鋼業の18世紀中葉或いは末葉以後の国際競争力の低下傾向一それは、先
進工業国イギリスとの鉄の精錬における技術力の格差とスウェーデンの燃
料問題に主として起因したが一の下で、さしあたりは当時の国際的な需要
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に支えられた輸出産業としての材木産業の発展を基軸として、開始し、
1890年代には相対的には内需主導型の自立的な近代的な特化された各種の
産業（とりわけ材木産業の衰退を背景として新たに登場した近代的な紙・
パルプ産業、過去からの様々な技術的な遺産を基礎に紙・パルプ産業の発
展に呼応・随伴して登場してきた化学工業、伝統的な産業としての鉄工・
鉄鋼産業を新しく開発された機械・技術の下で転換せしめた各種のエンジ
ニアリング産業など）の台頭を基礎として新しい工業化の時代を迎えた。
このような動向の下で同国の株式会社は、その設立・管理・運営に関する
過去2世紀以上の実際的な経験と知識及び全社員の有限責任制という制度
的な保障の下に、前期的な資本の集中・集積機構としてのそれより、その
近代的な資本の集中・集積機構として、新たな第一歩を踏みだした。とは
いえ経済的な事実としての資本の証券化は、その制度的な保障のもう一つ
の支柱即ち設立に関する準則主義の明確な法認を必要とする。同国のそれ
が制度的に承認されたのは、同国の遅れた工業化過程の相対的な自立化が
ほぼ実現されつつあった19世紀末葉の1895年の株式会社法においてであ
った。6）
　本説では、経済的な事実としてのこのような株式会社が、近代的な工業
化過程に向けてスウェーデンでどのように生成・発展の過程を辿ってきた
か、概観したいと思う。
その（1）初期株式会社の台頭：17世紀初頭より18世紀初頭まで
　上記のように、スウェーデンの経済史上、初期株式会社としてしばしば
引き合いにだされる会社は、1607年にKarl　Dくがイェテボリィェに設立を
企画したが未成立に終わった貿易会社であった。同社の特許状は、スウェ
ーデンの全ての住民は、一定期間以内（2年以内）に貨幣または商品を投
資し、これらの投下資本に対しては毎年固定的な利子（素朴な形態での年
次配当）を受領できること、特許状に記載された所定の期間が経過すれば
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当初の投下資本を回収できること、一般出資者達は、会社の管理・運営に
は関与しないことなどを定めた。けれども出資持分と年次配当に対する請
求権は、自由に譲渡可能であった。同社は、デンマークとの戦役のために
実際には成立しなかった。
　1615年にGustav　II　Adolfがストックホルムに設立した「特許状を賦与
された一般的な貿易会社」は、当初、余り成功を納めなかった。同社の特
許状は、同国の全ての市民は、一定期間以内に最低限度100Rdrの貨幣を
投資できること、この出資分は、会社の所定の存続期間中（10年間）は引
きだしできないこと、けれども出資者達は、正規の手続きを踏めば、株式
（action）を譲渡できること、利益分配は、一定の比率（例えば元本
hufwudstolenの大きさなど）に基づいて行うべきこと、当該事業の解散
以前の元本の返済には（pti　fdrtidiga　inbetalning）、所定の配当としての
利子の支払を要請されること、会社の管理・運営は、取締役会（en
direktion）によって遂行されるべきこと、この取締役会は、国王が推薦に
よって選任・任命した管理者（gubemator）及びそれ以外の所定数の取締
役（direkt6rer）より構成されるべきことなどを定めた。より重要な案件
が生じた場合取締役会は、各都市における出資者代表（representanter
fdr　delagarne　i　hvarje　sarskild　stad）がそこに参画することを承認し、そ
れによって取締役会の強化を図った。各都市における出資者代表が、本稿
の（1）で言及したオランダ東印度会社の場合のように、機能資本家とし
て存在し、その周辺に多数の一般出資者達が有限責任的な「無機能的な持
分出資者」7）として存在していたかどうかは、定かではない。監査役は、
上記の管理者及びかれが任命した出資者より成り、取締役会を中心とした
経営陣が執行する会社の管理・運営の結果を承認する権利を有した。この
監査が、その内容の一部として会計監査を含んでいたか否かは、不明であ
る。また同社の意思決定機関或いは同社の管理・運営から排除された一般
出資者達の意見表明の場としての株主総会が存在したか否かも、不明であ
る8）。
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　上記2つの貿易会社は、17世紀初頭のオランダ東印度会社の設立に象徴
されるような外国貿易・植民活動に直接的な影響を受けて、さほど具体的
な目標もないままに設立を企画されたのに対して、「古い銅会社」は、銅
の輸出独占という明確な目標を持って、1619年及び1620年に3ヵ年間及
び2ヵ年間にわたる特許状を取得した会社であった。この会社は、スウェ
ーデンの経済史上最も古い諸会社（de　aldsta　kompanieema）の代表的な
事例の1つとして引き合いにだされる13世紀末葉のかの「ストゥラ・コッ
パルベリィェス・ベリィェ社（den　stora　Kopperbergs　Bergslagen）」9）に
までその起源を1朔ることができる。当初、同社が、bolagとして合名会社
の系譜に沿うものであったか、それとも合資会社の系譜に沿うものであっ
たかは、定かではない。とはいえ同社は、17世紀初頭には「古い銅会社」
という名の下に初期株式会社として登場したのであった。この「古い銅会
社」は、一部は特許条項、一部は募集条項としての諸規定を明示したが、
その内容は、それ以前の諸規定と大差なかったと言われている。これらの
諸規定が明定したことは、取締役（当初その数は7名、後にはその正確な
数は不明であるがそれ以上の数の人々）は、最初は全ての出資者によって
選出されるべきこと、その後取締役の退職・解雇によって空席が生ずれば、
それを推薦によって補充するために、先ず取締役が2名の人をその候補と
して推薦し、その後国王が、その中の1名を任命するべきこと、より重要
な案件が生じた場合取締役会は、ストックホルムに居住する全ての出資者
の中より選出される幾人かの人々がそこに参画することによって強化され
るべきこと、出資者達は、監査役候補を推薦するために毎年集合するべき
こと、国王が、監査役の最終任命権を有するべきことなどであった。上記
の特許期間の終了後同社は、更に新しい特許状を2回にわたって賦与され
た。1回目のそれは、1622年に発布、期間3年間、2回目のそれは、
1626年に発布、期間12年間であった。前者のそれは、各出資者は、3ヵ
月毎に新しい出資が可能であること、後者のそれは、各出資者は3年毎に
出資額の引きだしが可能であり、かつその投資額は30Rdrまで引下げされ
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るべきことを定めた。注目するべき点は、同者の管理・運営に対する国家
の影響力は、既に1622年の特許状の更新以前から強大であったが、1622
年及び1626年の特許状を通じて一層増大したことであった。この時期には
スウェーデンでは銅は、鉄・鉄鋼よりも主要な輸出品として国家財政（特
に戦費の調達）を支えた。その主たる理由は、王室（特にGustaf　II　Adolf）
が、王室と直結していた教会・病院のような公的機関と共に、「大銅山」
の実質的な共同所有者であったこと、銅に対する内外的な需要の増大（例
えばスペインの銅本位制の採用・スウェーデンがデンマークの一要塞地を
買収するための資金需要・1618年より1648年にわたる30年戦争を続行す
るための資金需要など）、これを背景として17世紀にスウェーデンの銅産
業は、同世紀に同国に定住した外国商人Louis　de　Geerの主導の下に、輸
出市場での銅に対する低価格政策及び高度な品質管理を通じて、ヨーロッ
パ市場での独占的な市場支配が可能となったこと、また同国の銅産業は、
16世紀に台頭した同国の輸出産業の一つであった真鍮産業の急速な発展に
よって強化されたことである。その結果例えば1690年代初頭にはスウェー
デンの銅の生産は、ヨーロッパの銅の供給高の1／2を占めるようになった’°）。
それでも「古い銅会社」の資本規模は、十分ではなかった。そして30年戦
争の前半に同社の財政事情は、緊迫した。当時の国王Gustav　II　Adolfは、
前期的資本の擁護者として、出資者の救済を自己及び国家の任務であると
主張した。その主張に従って同社の債権者のみならず出資者の救済は、政
府が同社を継承するという形で政府の手に委ねられた。「そのため出資者
の性格は、（当該事業における）実際の共同出資者（verkliga　delagare）
というよりもむしろ（単なる）資金提供者（fdrlagsgifUare）であった」1’）
と言えるような見解が生みだされていたのである12）。
　「南方会社」（1624年、特許状を取得）は、この時期に輸出独占を目的
として設立を企画された多数の会社（例えば「製鉄会社（ett
jarnkompani）や「ヴェルムランド輸出会社（ett　varmlandskt
exportkompani）」が未成立に終わったのに対して、南方貿易の排他的な
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独占権を取得し、一定の成功を納めた典型的な特許会社であった。同社の
資本は、当時の国王Gustav　II　Adolf、スウェーデンに居住する全ての同国
人、外国人より調達された。同社が成功を納めた主たる理由は、上記の
「古い銅会社」と同様に、国王が最大級の資本提供者としてこの企業に参
画したことであった。（その出資額は400，000Rdr。）出資金の払込期間は4
力年間とされ、払込の都度素朴な持分証書として払込証（受領証）が発行
され、その譲渡・移転も可能であった。同社は、調達するべき総資本の下
限も各出資者が出資するべき出資額の下限も設けなかった。（確定資本金
制の欠如。）同社の管理・運営は、会社機関として設置された取締役会
（direktion）或いはその構成員たる取締役（direktOr）と主要出資者
（huvudpaticipanter）に任された。かれらは、機能資本家であった。取締
役の定数は定かではないが、最初の6ヵ年間が経過すると、隔年毎に113
ずつ更新された。取締役の選出は、各出資者の選挙によった。その選挙権
と被選挙権の行使は、一定の出資額（株式の引受・払込額100，000Rdrに
対して各1名）を条件とし、この条件を満たせば、個人はもとより各都市
単位或いは地域単位で取締役を選任することも可能であった。主要出資者
たる資格も、一定の出資額を条件とした。かれらは、1623年の改組後のオ
ランダ東印度会社の大株主のように、毎日計算書類を検査することを任務
とし、より重要な案件が生じた場合取締役に相談した。同社は、イェテボ
リィェに本社を構えたが、各都市単位或いは地域単位の出資額が一定規模
（300，000Rdr）以上の場合、各都市は、オランダ東印度会社のカーメルの
ように、地域的な前期的商業資本の代表として半独立的な経営の遂行を承
認された。一部の大出資者（de　st6rre　delagame）は、年次会計（arlig
redovisning）に関する情報を入手できたが、それ以外の全ての出資者は、
7年毎に企業活動に関する総体的な公表計算書類（offentlig　general
rakenskap）を提供されたに過ぎない。1630年に政府は、　Gustav　II　Adolf
及びPresterskapetと相談して、同社を「船舶会社（Skeppskompaniet）」
（1629年、特許状を取得）と結合した。それでも最大級の資本提供者とし
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て国王は、この会社の総取締役（General　Direktδr）を任命し、機会があ
れば同社の船舶の1艘または2艘を売却することも可能であるという許可
証さえ発布した。それは、当時の政府（国王）と株式会社の一般的な関係
を端的に社会的に表明する事柄であった。もとより同社が、典型的な特許
会社として設立され、いわゆる「公的な」性格を賦与されても、政府が、
同社のその時々に生起する経営問題に直接的に介入しようとすることは無
かった。それでも政府は、「南方会社における株式の申込・引受に関する
法令（pabud　om　inbetalning　af　de　i　S6derkompaniet　tecknade
beloppen）」を発布した。政府のこのような措置は、初期株式会社と政府
との密接な関係を前提として、出資者の性格をめぐる上記の「古い銅会社」
の場合に見られた解釈と同様な解釈、即ち一般に会社を「私的組織体
（privata　bolag）」とする解釈するよりも、「私的個人の出資を伴う公的機
関（offentliga　anstalter　med　fdrlag　af　enskilda　personer）」とする解釈が
広く普及していたことに呼応するものであった13）。この会社の衰退に伴っ
て1636年に政府は、国家が出資者に対して損害賠償責任（出資金の払戻責
任）を負うべきことを主張した。1642年に同社は、政府の措置によって、
概して従来煙草貿易に従事してきた「西印度会社或いはアメリカ会社
（det　Vestindiska　eller　Amerikanska　kompaniet）」と呼ばれる会社を合
併した。その後同社の傘下に入って遂行された煙草貿易は、1654年に最初
の特許状を取得し、1658年にその再交付を受けたが、1660年には煙草貿
易は廃止となり、それを契機に同社の経済活動は没落の一途を辿った。
　スウェーデンで上記のような一連の初期株式会社が設立された当時、そ
の経済社会は、基本的には未だ自給自足を前提とした農業を基本とする社
会であった。この自給自足的な自然経済を補ったのは、さしあたりは国内
商業であった。この社会の基本的な生産力の担い手としての農民層による
農業生産力の増大とそれに伴う余剰生産物（主として穀物）は、この社会
の上流階級（王室とその従者、その土地管理人、国王の軍隊、司祭・教会
など）の生活を支えたばかりではなくて、農民層が副業的に営む農村手工
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業品（例えば鉄製手工業品や木製手工業品）や畜産品（例えば肉とバター、
毛皮など）と交換された。この国内商業で売買の対象となった商品の中で
も後のスウェーデンの経済発展との関連で注目すべきものは、後述のよう
に、同国に賦与する鉱物資源（鉄・銅・銀など）を素材とした手工業品で
あった。けれども17世紀初頭の一連の初期株式会社は、既述のように、こ
れらの副業的な手工業品の輸出とそれによる利益の獲得を目的として設立
されたのではなかった。これらの初期株式会社は、国家（国王）の利益と
直結しながら、さしあたりは同国に賦存する鉱物資源の精錬とりわけ鉄
工・鉄鋼品を生産し、それを輸出することを目的として設立され、それ故
にこそ国家の特許状を賦与され、それによって法人格を承認された。（因
みに言えば同国で原石としての鉄鉱石それ自体の輸出が承認されるように
なったのは、19世紀中葉以後行われた鉄鉱石の埋蔵量の調査の結果、膨大
な鉱石資源の賦存が判明してからである。）従ってまた国家は、初期株式
会社への出資とその管理・運営にも、積極的に参与したのであった。
　17世紀中葉にはスウェーデンの初期株式会社と国家の直接的な緊密な関
係（直接的な資金提供）は、一般に幾分稀薄化したと言われる14）。この点
で17世紀中葉より18世紀初頭にかけてスウェーデンで設立された多数の初
期株式会社の中でも若干注目するべき会社は、会社の設立時における追
徴・増徴の義務からは既に開放されていたが、近代的な意味での全社員の
有限責任制（間接無限責任の排除）からは未だ程遠い「ノッランド・ター
ル貿易会社（det　norrlandska願rhandelskompaniet）」（1648年に最初の
特許状を取得、その期間20年間）と同社のその後の推移cf・1吸び「アフリカ
会社（det　afrikanska　kompaniet）」（1649年に特許状を取得、その期間
24年間）であった。前者の会社は、同国に賦存する森林資源としてのター
ルを当時の先進ヨーロッパ諸国（特にイギリス・フランス・オランダなど）
が軍需的な需要に支えられて造船・海運業の発展期にあったのを巧みに利
用して、輸出貿易を独占する目的で、後者の会社は、スウェーデンが当時
所有していたアフリカ植民地との植民貿易の目的で設立された会社であっ
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た。前者の会社は、1661年に新しい特許状を取得して「新タール会社
（det　nya蜀aru－Companiet）」となり、その後更に2回にわたり特許状を
取得（1663年及び1665年）した後に、1671年に同社の内外的な理由で欠
損補填のための減資に追い込まれたが、1672年にKarl・IX（1655－1697年、
在位1660－1697年）から「いわゆる更新タール会社（det　s．k．renoverade
Tjaru－Companiet）」という名称の下に新たに10年間にわたる特許状を取
得した。18世紀初頭にイギリスがスウェーデンのタールの輸出独占を阻む
ため北米植民地のタールの生産に補助金の交付を決定して以来、同社は漸
次衰退した。後者の会社は、スウェーデンが当時の内外的な事情によって
アフリカ植民地を喪失するに伴って崩壊した。これらの2つの会社の設立
に必要な資本は、少なくても前者の会社の場合には国内特にストックホル
ムとヴィボリィェ（Viborg）に居住する全ての市民より、後者の会社の場
合には全てのスウェーデン人及び外国人より調達するべきものとされ（但
し外国人は実際には参与せず）、17世紀初頭の上記の初期株式会社のよう
に、国家が各社の直接的な出資者となることは無かったのである。もとよ
り国家は、前者の会社に対しては国策に沿ってタールをその生産者より一
定の価格で買取する義務（「ノッランド・タール貿易会社」の場合）或い
はその買取高の上限（「新タール会社」の場合）を定め、また特許状によ
って政府が取締役（direktdr）たり得る資格を或る程度規制するべきこと
（「新タール会社」の場合）を規定したし、後者の会社に対しては1645年の
増資（一般出資者の増資額の最低許容限度額は500Rdr、主要出資者のそ
れは3，000Rdr）に際して「スウェーデンのアフリカ会社に関する法令
（F6rfattning　utaf　thet　Africaniska　Companiet　i　Sverige）」を定め、同社
の管理・運営に関する細則を規定したのであったcf・2）。この点で17世紀中葉
のスウェーデンの初期株式会社は、国家との緊密な直接的な関係を稀薄化
したとしても、それは、極めて限定的であった。
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cf．1）「ノッランド・タール貿易会社」の沿革
　　　当時のスウェーデンではタール産業は、銅・鉄工産業につぐ主要な輸出産
　　業であり、その製品の輸出先は、イギリス・フランス・オランダなどであっ
　　た。タールは、それ以外の森林産物よりも当時の通信・交通事情の下では運
　　搬が容易であり、かつまた造船（特に軍艦）・海運業で需要が多大なことか
　　ら、一時期その輸出は、かなり活発であった。タールに対するスウェーデン
　　の独占的な支配政策は、銅のそれよりももっと過酷であった。17世紀以後こ
　　こで問題とする「ノッランド・タール会社」はもとより、その後の同社の改
　　組による「新タール会社」及び「いわゆる更新タール会社」も含めて、スウ
　　ェーデンでは多数のタール会社が設立された。その価格政策は、輸出先（特
　　にイギリス）の敵意を呼び、18世紀初頭にはイギリスは、北米植民地でのタ
　　ールの生産に補助金の拠出を決定し、これによってスウェーデンのタールの
　　輸出市場における独占的な地位を抑制した。それでもスウェーデンのタール
　　は、当時の同国の国家財政の豊かな財源であり、その生産・輸出の担い手は、
　　ストックホルム及びイェテボリィェの支配的な商人であった。（Eli
　　F．Heckscher，An　Econolnic　History　of　Sweden，Translated　by　G6ran
　　Ohlin，London，3　printing，1968，pp．100－101，193－194．）
　　　　「ノッランド・タール貿易会社」は、当時のスウェーデンの経済社会でタ
　　ール産業の占めるこのような状況の下で、ストックホルム及びニィエンの北
　　方地帯より採取されるタールの輸出独占と輸出規制を目的として設立された
　　会社であった。同社の場合共同所有者（de　delagarna）としての出資者（de
　　participantema）は、かれら自身が定めた所定の出資期間の終了後に会社を
　　設立するに当たって追徴・増徴の義務を強制的に課せられることは無かった
　　と言われる。とはいえ増資の場合各出資者は、この資本需要を自ら追加投資
　　によって賄うか、或いは新しい利害関係者（nya　intressenter）となる出資者
　　を募集することによって賄うかということを決定しなければならなかった。
　　同社は、1648年に最初に特許状を取得して以来幾度かそれを更新し、その都
　　度改組と社名の変更を伴いながら、18世紀初頭まで存続した。同社の資本は、
　　国内居住の全てのスウェーデン人より調達されるべき筈であったが、その資
　　本総額も各出資者が引受・払込するべき資本の上・下限も、不明であった。
　　ここでは会社の管理・運営は、ストックホルムに設置された会社機関として
　　の取締役会（styrelse）が遂行した。この取締役会は、全ての出資者が選任・
　　信任した3名の人々より成ったが、最初にその座に就いたのは、特許状を取
　　得した人々の中でも同社の設立準備過程で最も積極的に活動した人々であっ
　　た。取締役会は、特許状に別段の規定は無かったにせよ、同社の設立と同時
　　に、かれらが会社の管理・運営及び重要な案件を円滑に処理するために、8
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名の補佐役（assistanter）より成る委員会を設置した。とはいえ取締役会は、
専制的な機能資本家集団そのものであり、経営陣より排除された一般出資者
は、それを抑制する有効な手段も持たず、同社の事業活動の状態さえ知るこ
とができなかった。同社の出資者の中でも現在のフィンランド地方の諸都市
の出資者達は、半ば下請け的な単なる資金の提供者に留まり、同社にその代
表を送り込むことさえできなかった。その後かれらは、自分達の代表者とし
ての取締役を選出する権利を獲得し、旧来の取締役と共に、同社の新しい協
力者として共同所有者（delagare）となり、それによって同社は、旧・新資
本の合本を図った。同社が「新タール会社」として発足するに当たって1661
年に取得した特許状は、新会社は、旧会社の財産を一定の条件で継承するべ
きこと、旧会社の出資者が、正貨1，000Rdrを上回る持分を所有している場合、
かれらは、この超過分を放出するべきこと、各都市の新しい出資者達は、こ
の資本を19，000Rdrを限度として申込・引受しうること（その結果資本金の総
額は、150，000Rdrとなるべきこと）、各々の出資者の将来の出資額は、上限
1，000Rdr、下限100Rdrとするべきこと、但し出資金の下限100Rdrを所有す
る各々の出資者は、出資金を結合することも可能なこと、旧・新株主の権利
は、同一であること、同杜は、毎年計算書類を作成し、締切りする義務を負
うべきことなどを規定した。その後1666年に「新タール会社」に交付された
特許状は、更に詳細な規定を定めた。例えば各々の持分（andel）または株式
（action）は、スウェーデン人に自由に譲渡・売却可能であること、旧来の取
締役会は、最高取締役会（6ferstyrelse）として、出資者の中より選出された
3名の人々より成るべきこと、かれらは、法律の専門家1名、外国貿易の専
門家1名、国内で販売能力に長けた人1名より成るべきこと、かれらの中の
1名は、規則的に交替するべきこと、かれらは、自己の計算でタール貿易を
してはならないこと、最高取締役会は、16名の補佐役によって補佐されるべ
きこと、補佐役は、より重要な案件（例えば同社がタールの巨額な購買契約
を締結すること或いは多額な借入をすることなど）を処理する場合、相談・
諮問を受けるべきこと、必要に応じて総会が、招集されるべきこと、総会で
の議決権は、各々1，000Rdrの持分または株式について各々1票であり、それ
が単独所有であるか複数所有であるかは、問わないこと、少なくても500Rdr
の出資者は、月初めの平日に同社の本店で事業活動に関する情報を入手する
べき権利を有するべきこと、かれがこの情報について疑義があれば、補佐役
に修正を求めるとも可能であることなど。「新タール会社」は、旧会社より財
産を継承するに当たってその条件が有利でなかったこと及び諸外国の景気が
低迷したことによって、旧会社より業績が落ち込んだ。そのため1671年に
「新タール会社」は、さしあたり欠損補填のために113まで減資の措置をとり、
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ついで新たに200，000Rdrの増資をなし、新株の発行・引受の場合旧株主に優
先権を賦与するという計画を立てた。但しこの計画は、実現せず、1672年
「新タール会社」は、資金不足、その他の理由でその事業活動を中止した。取
締役団は、この会社の債務に対する責任を負うべきものは会社であると主張
したが、政府は、この問題の決着を裁判所の判断に委ねるべきものとした。
このような状況の下で1672年にkarl　Dく（1655－1697年、在位1660－1697年）
は、「新タール会社」の多数の出資をも含む幾人かの人々及び幾つかの都市に
よって出資された「いわゆる更新タール会社（det　s．k．renoverade　Tjtir－
Companiet）」の設立について、10年間の特許状を賦与した。この特許状は、
商人がタールの生産者より毎年買取するべきタールの量及びその価格、特許
期間の終了後同社の解散を決定した場合出資者に対する補償（特に解散の時
点で出資者が所有する在庫品に対する補償）をするべきとを定めた。同社が、
特許状の所定の期間が終了して清算するに当たって正式に清算書
（efterrakning）を作成したとき、そこに計上されたタールの輸出総額は、非
公式に目算していたそれよりも余りに低く、取締役会は、この差額分を同社
のその他の債務と同様に、個人的に負担しなければならなかった。その点で
同社は、近代的な意味での全社員有限責任制（間接無限責任の排除）の承認
にはほど遠かったのである。
　こうして「ノッランド・タール貿易会社」の設立（1648年）以来1682年に
タール貿易に対するストックホルム及びニィエンの北方地帯における輸出独
占と輸出規制が解除されるまで、同社の事業活動は、その過程で当初の組織
の改組と社名の変更を伴いながら、様々な紆余曲折を辿ったが、それでも一
定の発展を遂げてきたのであった。なお同社の解散以後のスウェーデンのタ
ールの独占的な輸出貿易を新たに担った会社について付言すれば、さしあた
り登場したのは、「新会社（det　nya　kompaniet）」（1689年に特許状を取得、
その期間8年）であった。同社のタール貿易の排他的な輸出規制は、「ノッラ
ンド・タール貿易会社」・「新タール会社」・「いわゆる更新タール会社」
がかって輸出規制地域の対象とし、その解散によって一度はそれを解除し再
度輸出規制地域として定めた地域の他に、ゴットランドを除く同国の南部に
も及んだ。同社の特許状は、「ノッランド・タール貿易会社」のそれより借用
した。同社の資本は、スティプル商品諸都市（staplestader）に居住する全て
の住民より調達された。同社は、最初の特許期間が終了すると、特許状を数
回以上更新することによって、1712年まで存続することができた。その後ス
ウェーデンのタール貿易に対する独占的な輸出規制は、緩和した。1714年に
「最後のタール貿易会社（ett　sista　tjarhandelskompani）」と呼ばれる特許会
社が設立されたが、同社は、設立後僅か1年余りでその事業活動を閉鎖した。
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　　（Utarbetad　av】Hj．L．Harnmarskj61d，Redog6relse　fdr　den　utlandiska　bolags－
　　och　fdreningsrtittens　utveckling　och　nuvarande　standpunkt，den　svenska
　　bolagsrtittens　utveckling　samt　de　svenska　f6reningarna（fdr　ekonimisk
　　andamal，1890，　ss．61－64，）
cf．2）「スウェーデンのアフリカ会社に関する法令」による「アフリカ会社」の管
　　理・運営に関する細則
　　　同法令が、「アフリカ会社」の管理・運営について規定した細則は、例えば
　　会社の管理・運営は、1名の主要役員（en　Opper　Direkt6r）並びその他の3
　　名の役員によって処理されるべきこと、この3名の役員の1名は常に小売商
　　であること、主要出資者（de　huvudparticipanterna）」即ち出資額3，000Rdr
　　の出資者は、重要な案件が生じた場合相談・諮問を受け、本店で会社の経営
　　状態を調査し問題点を探る権利を有するべきこと、毎年会計報告書（決算報
　　告書）を締切りするべきこと、株式は、市民に売却可能であるべきこと、こ
　　れらの諸規定の修正は、主要出資者の満場一致によるべきことなどを定めた。
　　（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．64．）
　17中葉より18世紀初頭のスウェーデンで設立された「ノッランド・ター
ル貿易会社」や「アフリカ会社」は、独占的な輸出貿易を目的とした初期
株式会社であったが、この時期にかかる海外貿易・植民活動を目的とした
初期株式会社の他にも、国内工業活動や金融活動などの遂行を目的とした
「資本結合の実際的な適用」15）の形態として、株式を基礎とし設立に関する
特許主義を前提として法人格を賦与された多数の初期株式会社も設立され
た゜f・3）。これらの多数の初期株式会社の中でも特に当時のスウェーデンの初
期株式会社の動向を知る上で一瞥に価するのは、いわゆる部分株制の足跡
を明確に残す「ストックホルムでガラス工房の運営をする特許会社（det
privilegerade　kompaniet　fdr　bedrifiVande　af　glasbruk　i　StOckholm）」、及
び現物出資のそれを示唆する独占的な「カリウムの醸造と石鹸煮沸事業を
企画して設立された特許会社（ett・oktr（）jeradt　komani｛fdr　anlaggande　af
pottaskbrannerier）」である。前者の会社は、　RAIambが最初の出資者の
1人となり、ストックホルムでガラス工房の設立・運営のために、1673年
に特許状を取得し、1800年代まで存続した初期株式会社であった。同社は、
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幾種類かのガラス製品の製造のために各種の多様な独占権及びその他の製
品を製造するための権利を保持した。同社は、当初、株式数12株より成り、
株式に対する払込総額22，800Rdr、その後各株式当り500Rdrの追加投資を
要請した。これに対する実際の払込は、そのほぼ213であり、設立より一
定期間の経過後1株は回収され、2株は半株に分割され、しかもこの分割
された株式の再分割も可能とされた。同社の管理・運営は、取締役専務
（verkStallnde　direkt6r）が2名または3名の専務（meddirekt6r）の援助
によって行った16）。後者の会社は、1654年に1年間の特許状を取得し、私
的な一個人が、役員及び出資者となる人を通達した。その貨幣資本投下額
の最低限度額は、100，000Rdr、その他に土地所有者は、各々一定の限度
額までソーダー灰の供給という一種の現物出資によってその事業活動に参
画した。
cf．3）例えば17世紀中葉より末葉にかけてスウェーデンで設立されたこの種の初
　　期株式会社の幾つかを年代順に列挙すれば、「製紙製造会社（ett　bolag　fdr
　　papperstillverkning）」（1643年）、「ヴェステルヴィーク造船会社
　　（WesterViks　skeppbyggskompani）」（同社は、1646年に8名の人々より資本
　　を調達、・翌年に株式会社として成立、資本金は1，000Rdr、64株）、「絹繊物会
　　社（ett　bolag　fdr　sidenvafveri）」（1649年）、「ゴットランドタール貿易会社
　　（det　Gotlandska　tjtirhandelskompaniet）」（同社は、1649年に16年間にわた
　　る特許状を取得）、「手袋会社三社（tre　bolag　fdr　vandtmakeri）」（1649年、
　　1664年、1690年）、「特別な煙草会社（ett　sarskild　Tobakskompaniet）」（同
　　社は、1651年に特許状を取得、1653年に解散）、「リンネン織物会社（ett
　　bolag　f6r　linnevtifveri）」（1654年）、「パルムストゥルック銀行
　　（Palmstruchska　banken）」（同社は、1656年にJohan　Palmstruchとかれの
　　共同出資者達medparticipanterに対する特許状の賦与によって設立）、「石刻
　　会社（ett　bolag　fdr　stensnideri）」（1661年）、「製糖会社2社（tVCt　bolag　fdr
　　sockerra伍naderi）」（1661年及び1666年）、「羊毛製造会社（ett　bolag　fdr
　　ylletillverkning）」（1662年）、「皮革製造会社（ett　bolag　fbr　ladergarfireri）」
　　（1662年）、「製塩会社（ett　bolag　fdr　saksjuderi）」（1664年）、「牡蠣貿易会社
　　（ett　bolag　fdr　ostronhandel）」（1664年）、「東印度会社（ett　Ostindiskt
　　kompani）」（1667年或いは1668年、同社は、極めて短期間だけ存在）、「ノヴ
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アセンブラ・タールタリーイェット・中国・日本に対する貿易会社（ett
bolag　fdr　handel　a　Nova　Zempa，Tartariet，China　och　Japan）」（1669年）、
「製鉄製造会社（ett　bolag　fbr　juftmakeri）」（1669年）、「スチール製造会社
（ett　bolag　fbr　stalmakeri）」（1671年及び1675年）、「造船会社（ett　bolag　fbr
skeppsbyggeri）」（1672年）、「帆織会社（ett　bolag　fbr　segelduksvafVeri）」
（1677年）、「石炭会社（ett　bolag　fdr　kalkbruk）」（1682年）、「大理石会社
（ett　bolag　fdr　marmorbrott）」（1683年）、「石鹸煮沸会社（ett　bolag　fOr
sApsjuderi）」（1690年）、「サーラー濾過器製造会社（Sala－silf　ververk）」（同
社は、1600年代初頭までその歴史を潮ることができ、株式を基礎とした、多
くの点で独特な会社）、「大・中船舶会社（det　stOrre　och　det　mindre
Skeppkomaniet）」（同社は、自由な塩貿易に関する幾つかの権利を享受して
いたので、大・小塩会社det　stora　och　lilla　Saltcompanietとも呼ばれたが、
その正確な設立の時期は、不明）などである。
　18世紀初頭に設立された同種の初期株式会社の幾つかを同じく年代順に列挙
すれば、「織物素材・及び帆織製造会社（ett　bolag　f6r　buldans－och
segeldukstillverkning）」（1704年）、「羊毛製造会社（ett　bolag　f6r
yUetiUver㎞g）」（1704年）、「青銅製造会社（ett　bolag　fdr　koppartMverkning）」
（1707年）、「トロル運河水門設置会社（ett　bolag　fbr　anlaggande　af　slussar　Vid
Trollhtittan　bildadt　Companie　eller　Gille）」（1717年）、「帆織会社（ett　bolag
fbr　segelduksvtifKreri）」（1717年）、「ポルヘム塩会社（Polmhems　saltsjuderi
kompani）」（1717年設立、1株の出資金1マルク×200，000株の現金払込、株
式の譲渡・売却価額は、その取得原価ではなくて時価を考慮）などである。
（Hj．L．Hammarskji’ld，op．cit．，ss．64－65．）スウェーデンにおける17世紀中葉より
18世紀初頭にかけてのこれらの初期株式会社は、その後同国が19世紀中葉
（1850年代）に近代的な工業化過程の予備的な段階を迎え、1870年代以後本格
的にそれを開始するその過程を通じて、新たに台頭する多数の近代的な産業
（例えばかっての材木産業に代替する紙・パルプ産業と各種の化学工業、前世
紀末葉以来低迷を続けた鉄工・鉄鋼産業の或る程度の回復とそれを前提とする
各種のエンジニアリング産業など）への発展の契機を含んでいたのである。
これまで見てきたように、17世紀末葉或いは18世紀初頭までスウェーデ
ンの初期株式会社は、当時の同国の近世絶対主義的な国策に沿って、特許
状の取得によって法人格を賦与され、国家からの直接的な資本投資或いは
間接な様々な支援によって運営される特権的な事業活動の担い手であっ
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た。当時、特定な事業活動に対して特許状が賦与される場合、その事業活
動が、会社（ett　kompaniet）という組織体或いは概して何らかの株式会
社に類似した組織体の下で遂行されることは、必ずしも要請されなかった。
例えば特許状は、私的な一個人、幾人かの社員名が明らかとなっている組
織体としてのbolag、このようなbolagの構成員の中の一定の人々及びその
相続人に賦与されるなど、個々の事例は、多様であった。とはいえ最もし
ばしば見られた事例は、特許状が1名または複数以上の幾人かの人々或い
は幾人かの現在または将来の出資者（participanter）に対して賦与される
事例であった。特許状が将来の出資者に対して賦与される場合、現在の出
資者は、かれらを将来その事業活動に対する出資者として参加
（upptagande）させる権利を有し義務を負った。そしてかれらが、将来、
現実に出資しても、さしあたりかれらは、概して下請出資的な単なる資金
の提供者（fOrlagsgifvare）と見倣された。とはいえ時としてかれらは、
取締役を選出し、事業活動を管理・統制することもでき、この場合かれら
は、組織体の現実の出資者（verkliga　principaterna）であった。この点
よりみれば、当時、特許状を賦与されたbolagの中には、「合名会社、匿名
会社及び合資会社に相当するもの並びに株式会社」’7）が存在或いは混在し
ていたと言える。とはいえ当時のスウェーデンの経済社会の人々は、一般
にこれらの各種の組織体の法律的・経済的な形態の相違を識別しうる基礎
的な知識も実際的な経験も乏しく、かれらがこのような問題を検討するこ
とは、望むべくも無かった。17世紀末葉より18世紀初頭のスウェーデンに
おける法律問題に関する専門家や自らも株式会社の設立に関与した人々
（例えばRAmamb，Abrahmsson，Nehrmanなど）でさえ、このような問題
を明確に意識し、それに言及することは無かったと言われている18）。既述
のように、スウェーデンでも株式会社というbolagの形成過程は、必ずし
も原理論で説かれるように単純ではなかったのである。当時の人々が、資
本を譲渡可能な株式に分割し、株式の流通を通じて広く社会的に集中する
という思考に或る程度習熟し、その思考が同国の経済社会に徐々に浸透し
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つつあったとしても、株式の流通は、現実的には必ずしも容易ではなく、
その社会的な前提条件も未成熟であった。換言すれば、スウェーデンの初
期株式会社の設立・運営に関与した人々は、株式の自由な譲渡・移転の法
的支柱としての全社員有限責任制一今日的な意味での間接無限責任の排
除一の観念を深めそれを明確化することも、それに関連していわゆる資本
に関する諸原則を検討・明示することもできなかった。従ってまた会社の
管理・運営のための会社機関の制度的な整備も、極めて不完全であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お注1）この問題については本稿の（1）、213頁以下を参照のこと。
　2）Hj．L．Hammrskj61d，op．cit．，s．58．
　3）これらの問題については本稿の（1）、203頁を参照のこと。
　4）正lj．L．Hammrskj61d，op．cit．，s．58－59．
　5）Elving　Gunnarsson，Fran　Hansa　Till　Handelsh6gskola，Svenska
　　ekonomundervisning丘am　till　1909，Uppsala，1988，s．68．
　6）スウェーデンの近代的な工業化過程の問題については別に稿を改めて考察す
　　る必要があるが、本稿を執筆するに当たってその概略を把握するために必要
　　として通読した幾冊かの主要な文献をここで列挙して置く。（順不同。）
　　Eli　F．Heckscher，An　Economic　History　of　Swedel1，Havard　University
　　Press，1954，Chap．6，1815－1914．
　　Irene　Scobbie，Sweden，Nation　of　tihe　M〔Xdern　World，LOndon，1972，Chap．4．1866－
　　1914，The　Industrial　State　Emerges，Chap，5．1914－1939，The　Roard　to
　　Prosperity－［Ehe　Middle　Way．
　　Editor　Carlo　M．Cipolla，The　Fonta　Economic　History　of　Europe：4（2）、　The
　　Emergence　of　lndustrial　Societies－2，、　Fonta／Collins　4th，1973，Chap．7．The
　　Nordic　Countries　1850－1944．
　　Edito　Carlo　M．Cipolla，The　Fonta　Economic　HisU）ry　of　Europe，Contemporary
　　Economies，Part　Two，Collins1Fonta　Books，1977，Chap．7．Scandinavia　1914－
　　1970．
　　Franlrlin　D．Scott，Swedenls　History，Chap．XVI．The　Industrial　Breakthrough，
　　University　of　Minnesota　Hess　Minneaplodice，1977．
　　Ingvar　Andersson（translated　from　Swedish　by　Caroly　Hannay　and　Alan
　　Bla孟r）、　A　HistOry　of　Sweden，Chap．XXXII．The　Begnings　of　Industrism，Natur
　　och　kUltur，2ed．，StOckholm．
　　Edited　by　Steven　Koblik，Sweden’s　Development　From　Poverty　to　Affluence
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　1975－1970，Chap，4．Structural　Change　and　Economic　GroWth　in　Nineteenth
　Century，University　of　Minnesota　Press　Minmeapols，1975．
　G．A．Montgomery，The　Rise　of　Modern　Industry　in　Sweden，Chap．3．The
　Progress　of　Industrialization　1870－1914，London，1939．
　Chritos　Papahristodoulou，Invention，Inovation　and　Economic　Growth　in
　Sweden：An　Appraisa1　of　the　Schumpterian　Theory，Chap，3Jnovation，Growth
　and　Cycles　in　Sweden，Uppsala，1987．
　Carl　G．Gustavson，The　Sma皿Giarit，Sweden　Enters　the　lndustria1　Era，Chap．1－
　18．Ohio　University　Press　Athens　Ohio　bρndon，1984．
7）大塚久雄著「株式会社発生史論一個別資本の歴史的研究、第一部一」（中央
　公論社、昭和38年）、390頁。
8）Hj．L．Hammrskj61d，op．cit．，s．57－58．
9）Carl　G．Gustavson，The　Smal1　Giant，Sweden　Enters　the　lndustria1　Era，Ohio
　University　Press　Athens　Ohio　London，1986，pp．129－130，144－145，154，177－
　181，192－194，212，218－219，256，286、Eli、F．Hecksher，op．cit．，pp．44，85－
　87，91，176．
10）Eli．F．HeckScher，op．cit．，ss．44，85－88。
11）Hj．L．Harnmrskj61d，op．cit．、s．59．
12）スウェーデンの銅産業の歴史的な発展の委細は、拙稿「スウェーデンへの
　複式簿記の伝来事情」（2）（明治大学短期大学紀要37号）、「18世紀中葉より
　19世紀中葉のスウェーデンにおける商業簿記の発展」（3）（同44号）で言及し
　た。
13）Hj．L．Hammrskj61d，op．cit．，s．60．
14）Hj　l、．Hammrskj61d，op．cit．，s．59－60．
15）Hj．L．Hammrskj61d，op．cit．，s，65．
16）Hj．L．Hammrskj61d，op．cit．，s．64－65．
17）Hj．L．Hammrskj61d，op．cit．，s．61．
18）】Hj．LHammrskj61d，op．cit．，s．60－61．
その（2）初期株式会社の展開　18世紀20年代より同世紀末葉まで
スウェーデンは、かの「大北方戦争」（1700－1751年、デンマーク・ロ
シア・ポーランドの連合軍対スウェーデンの戦争）の敗北の後、いわゆる
「自由な時代」を迎える。この時期に設立された同国の幾つかの株式会社
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の発展過程を辿るに先立って、ここで予め留意しておきたいことは、この
「自由の時代」の開幕より18世紀80年代の終焉までのスウェーデンの経済
社会の一般的な発展動向である。それは、極めて大まかに言えば、つぎの
ようであった。即ち（1）18世紀中葉には同国の囲い込み運動が、開始し、
最終的にはそれは、1860年代に新しい小農制を以て終了し、1850年代な
いしは1860年代に農業生産は、市場目当ての生産に転ずるが、1870年代
からの遅れた工業化過程業化過程の本格的な開始期にも農業人口は、およ
そ70％程度を占めたことなど、当時はもとより1870年代までスウェーデ
ンは、依然として基本的には農業国であったこと、（2）農業中心のスウェ
ーデンで付随的に営まれた商・工業活動は、概して2つの流れに大別され
ること、その1つは、例えば、中世以来貴族または家父長的な名門出身の
大土地所有者層が経営主体となってストックホルムやイェテボリィェのよ
うな大都市居住の貿易商を媒介としてスウェーデンの輸出（海外商業活動）
を支えてきた鉄工・鉄鋼業とそれに関連した鉱山業のような工業活動、ブ
ルジョア国家の台頭・形成期の重商主義政策に沿って保護・育成された軍
事・造船工業や幼弱産業としての都市の織物工業のような工業活動、絶対
王制の時代より王権と直接的に結合することはなかったが、王権の官僚機
構を媒介とする都市のギルド規制の下で、独占的に営まれてきた奢修工業
や建築業など若干の都市の工業活動など、何らかの点で特権的な工業活動
の流れ、他の1つは、スウェーデンの各農村地帯で、例えば金属加工業に
代表されるように、さしあたりは農民世帯が、自給自足を原則として農業
活動の余暇に副業的に着手した日用品などの生活手段の生産に始まり、そ
してもっと後にはそこより自立化して、局地的ないしは地域的な市場圏の
形成に導いたところの広い意味での農村工業活動の流れである。「自由の
時代」の開幕期に設立されたスウェーデンの株式会社としてしばしば引き
合いにだされるのは、主として国内工業活動向けの「オーリンゴース製造
所（Alingas’manufakturverk）」と「ルーストランズ社（Rostrands
bolag）」、海外商業活動向けの「東印度会社（det　Ostinkiska　Kompaniet）」
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である。これらの会社は何れも、当時の農業中心のスウェーデンで付随的
に営まれた商・工業活動の主要な2つの流れの中でも、前者の流れに沿っ
て設立された会社であった。これらの会社は、前世紀初頭に台頭し、それ
以来試行錯誤の過程を通じて蓄積されてきた初期株式会社の設立とその管
理・運営に関する一定の知識と経験を踏まえて、同国の株式会社の発展史
上新たな一局面を画することになるのである。これに対して後者の流れに
沿って設立された株式会社というbolagが、それを母体として今日のスウ
ェーデンの産業を支えるような世界的に著名な巨大企業（多国籍企業も含
む）にまで発展するには、19世紀以来頻繁に設立されたいわゆる特許状な
き株式会社の台頭と1848年の株式会社法の制定による全社員有限責任制の
法的な明認を経て同国の近代的な工業化過程が本格的に開始する時期
（1870年代）まで侯たなければならなかった1）。本節ではスウェーデンにお
ける株式会社の発展に関するこのような基本的な傾向を念頭に入れた上
で、前者の流れに沿った初期株式会社の展開過程を概観しよう。
　「オーリンゴース製造所」は、イェテボリィェの卓越した商人Jonas
Alstr6merがオーリンゴースに主として毛織物生産のために設立した会社
であった2）。
　同社は、当時のスウェーデンで政府が策定した産業政策3）に沿って国家
の直接的な保護・育成の対象となり、都市を中心に展開した幼弱産業とし
ての特権マニュファクチュアを代表する企業の一つであった。当時の同国
の毛織物工業の技術水準の一般的な低さに加えて、オーリンゴースそれ自
体も、当時の同国の毛織物工業の生産地であったストックホルムやノルチ
ェーピングと比較すれば、織機台数・被雇用者数・生産高などの点で著し
く劣った。このような同社が、当時の毛織物工業の代表的な企業としてス
ウェーデン史上その名を留めたのは、Jonas　Alstr6merの手腕による国家
からの巨額な資金援助（借入）によるものであった4）。かれは、毛織物の
製造のために、1724年に最初の、20年間にわたる特許状を取得し、翌年
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同社の設立に着手した。1725年に政府が、同社の設立に関する法令
（F6rordning）を布告すると同時に、かれは、同社の設立の主導者として、
最初の定款（bolagsordning）の制定に国王Fredrik及びストックホルムに
居住する全ての出資者に同意を求め、この同意の下に同社を設立した。こ
の定款は、国王が、同社の総裁（Gouverneur）たるべきこと、会社の設
立に必要な資本は、既に事前に株式の申込・引受の意思を表明していた国
王並びにスウェーデンの多数の出資者及び外国人によって調達されるべき
こと、同社の資本は、銀貨100Rdrの株式1，000株を超えてはならないこと、
如何なる人も50株以上の株式の申込・引受をしてはならないこと、同社に
対する国家援助の弁済は、Jonas　Alstr6mer及びかれの共同経営者達
（meddirekt6rer）が負うべきことなどを定めた。最初の特許状が、株式の
譲渡・移転を明確に規定していたか否かは定かではないが、その後1726年
に交付された2回目の特許状の記載事項が、同社の設立後新たに参画して
きた利害関係者にも適用されるようになったと言われていることから見
て、既に株式の譲渡・移転は事実上行われていたと推定してもよいであろ
う。1728年（8月）に国王は、同社の総裁として新しい規則（stadgor）
を提示し、同年10月にこれを正式に公布した。この新しい規則は、スウェ
ーデン市民は誰でも所定期間内に株式を申込・引受することができること、
出資額は、私的個人の各出資額であれ同社全体としての総出資額であれ、
制限されるべきではないこと、出資の場合同社は、株券（lottsedlarna）
を印刷し、役員全員がこれに署名するべきこと、2株以上の株式を申込・
引受し、少なくともその1／2の払込をしている株主は、払込金額に相当する
株券を取得するべきこと、株式の譲渡・移転は、スウェーデン国籍の有無
を問わず全ての人々に認められるべきこと、但し株式の譲渡・移転によっ
て新たに企業の共同出資者（deltigare）になった外国人の場合株主権は、
利益分配請求権にこれを限定するべきこと、各株主は、配当金の受領の場
合株券を呈示するべきこと、役員は誰でも最低限度10株以上の株式を所有
するべきこと、役員会は、7名の人々より成り、その中の6名は単に顧問
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として助言する発言権（rtidgifVande　stamma）を有するに過ぎないこと、
役員は、一定期間毎に部分的に交替するべきこと、役員会は、国家の承認
の下に公的資金の借入（det　bewiljande　publique　IAnet）をなし、この借
入資金の信葱書類として受領証（qvitton）＝借用証書を発行するべきこと、
この受領証は、毎年全ての利害関係者（持分所有者interessenteme）が署
名した新しい受領証と取替されるべきこと、会計帳簿（de　rakenskaperna）
は、毎年3月末迄に完全な商人の方法に従って（efしer　ratt　Ki6pmanas
Methode）締切するべきこと、会計帳簿と事業活動に関する検査は、2名
の役員またはそれ以上の数の役員或いは役員以外の出資者が行うべきこと、
その後総会が開催されるべきこと、総会での決議は、株式数によるべきこ
となどを規定した。
　同社の最初の定款（1725年）は、上記のように、調達されるべき資本の
額を100Rdrの株式1，000株と規定したが、1727年末葉にはこの株式は、完
全に申込・引受され、同社の資本規模は、100，000Rdrに達したと言われ
る。とはいえ1728年の新しい規則が、出資額に対する制限を廃止した後、
1730年に同社に対する実際の払込済の株式は、およそ84，000Rdrに過ぎず、
未払株式は、29，500Rdrであった。同社に対する株主の実際の払込額は、
国家からの資金援助（借入）が、1729年から1730年の僅か1年で
93，000Rdrとなったのと比較すれば、実質的には完全に補助的であった。
　同社のこの新しい規則の公布に先立って、1728年2月9日に当時の国
家の産業政策の一環として「国家援助代理法（Landshjelpsdeputationen）」
が、制定された。この法律に基づいて国家が資金援助をする場合、社員の
責任問題について表明された当時の政府見解及び少なくとも一般に社会的
に普及していた見解は、例えば同社が予測不可能な倒産に陥った場合、同
社を救済するために国家が一般大衆から資金を調達（借入）し、この資金
を同社に提供しても、同社の現在或いは将来の利害関係者は、この資金の
提供者に対しては如何なる債務補償も要請されないという見解であった5）。
そのため議会の上院も下院も、一般大衆から調達（借用）した資金に対す
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る担保として利害関係者の私的な資金及び不動産を拘束するという考え方
も全く持たなかった。（社員の人的責任からの開放。）このような状況の下
で1731年に議会の秘密特別委員会（Sekreta　Utskottet）は、借入した国
家資金の弁済のためには工場の資産だけでは十分ではないので、各出資者
が連帯してその私的財産をこれに充当するべきことを要請した。けれども
多数の出資者は、この要請は、かれらにとって法外の要請であり、かれら
が、この要請を受諾すれば、特権的マニュファクチュアとしての「オーリ
ンゴース製造所」のようないわゆる「公的」色彩の強い企業への一般大衆
による出資は、完全に阻まれるのみならず、既存の出資者によるかかる企
業からの資本の引出・回収という弊害が生ずると説き、この要請を拒絶し
た。1734年に秘密特別委員会は、再度同様な提案をしたが、役員及びそれ
以外の全ての利害関係者は、この提案を拒否した。
　1746年に同社は、3回目の、20年間にわたる特許状を取得し、その期
限が終了した1766年に、引き続き4回目の特許状の更新を申請した。と
はいえ当局は、これを却下した。それ以後同社は、実質的には1名の人が
運営する単独所有の会社となった。それでも同社は、1847年まで存続した
6）O
　「ルーストランズ社」は、「オーリンゴース製造所」ほど著名ではなか
ったが、それと同様に、当時のスウェーデンの特権的なマニュファクチュ
アを代表する企業であった7｝。
　同社は、陶器の製造を目的として20名の人々が作成・署名した組合契約
（Association　Contract）に基づいて、さしあたり組合として出発した。こ
の組合契約は、この組織体（bolag）は、永続的な資本（ett　standig
kapital）を基礎とするべきこと、この資本は、銅貨500Rdrの株式66株に
分割されるべきこと、各株式は、再分割されるべきでないこと（部分株制
の禁止）、出資の義務と事業活動の最終的な危険負担は、株主が負うべき
こと、毎月1回組合総会が、開催されるべきこと、その管理・運営は、4
名の役員によるべきこと、意見の不一致があれば、それは、裁定人
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（skiljemal1）によって裁定されるべきことなどを定めた。同社は、1729年
に普通品の陶器の製造に関する最初の特許状（20年間）を、1735年に高
品質の陶器の製造に関する2回目の特許状（期間不明）を取得した。最初
の特許状の取得によってこの組合は、特許会社として法人格を賦与された。
同社もまた、1734年にかの「国家援助代理法」の下で国家より多額な資金
援助（借入）を受けた。上述のように、1728年に同法がさしあたり「オー
リンゴース製造所」への資金援助の目的で制定された時、この法律に基づ
いて国家が資金援助をする場合社員の責任問題について表明した政府見解
及び当時一般に社会的に普及していた見解は、同社の現在及び将来の利害
関係者は、提供された資金援助に対しては如何なる債務補償も要請されな
いという見解であった。これに対して同法が1734年に「ルーストランズ社」
に適用された時、これらの問題に対する上記のような政府見解は、一変し
て、同法は、同社の利害関係者が、提供された資金援助に対して特別な人
的責任を負うべきことを示唆しているという見解であった。とはいえ同社
の利害関係者は、これを拒否した。
　1753年に同社は「ルーストランズ陶器会社に対する新規則（nya　Reglor
fdr　Rostrands　Porcllaine）」という新しい規則を採択し、新たに再出発し
た。（但し幾人かの旧会社の出資者も新会社に参加。）この新しい規則は、
同社の資本は、60株より成り、株式は、全体として会社の資産に対する株
式の所有権を象徴するべきこと、この株式数は、分割またはその他の方法
で増大するべきではないこと（株式数の固定化の要請）、同社の株式を購
買によって取得する場合、その人は、同社或いは同社の社員にその販売・
譲渡の意思の有無を尋ねるべきこと、これに対して同社の株式を交換唄曽
与・遺言によって取得する場合、届出さえすればよいこと、少なくても年
1回株主総会が、開催されるべきこと、総会の決議は、持株数を基礎とす
るべきこと、総会の決議の場合株主は、代理権者に決議権の行使を委ねる
ことも可能であること、取締役会（styrelsen）は、無記名投票で選出され
た4名の役員（direkt6rer）によって構成され、3年毎にその中の2名を
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交替するべきこと、銀行で預金の引出をする場合3名の役員が、署名する
べきこと、毎年財産目録の作成（inventering）をするべきこと、株券を
喪失した場合にこの株券は、無効とされるべきことなどを定めた。同社の
株主数は、この規則が制定された当時19名であったが、次第に減少し、
1773年には同社の株式も、単独所有されるようになった7）。「f・1｝
cf．1）なお株式会社に対する国家の資金援助という点では「オーリンゴース製造
　　所」や「ルーストランズ社」ほど著名ではなかったが、国家の資金援助を求
　　めて抗争した企業としてあげられるのは、「フルゥーシュ・利害関係者団体・
　　リンネン製造組合（Floors　Intressentskap　eller　Linnemanufactursociete）」
　　及び「計量・製粉活動のための会社（ett　bolag　fdr　att　driva　vedevag・och
　　qvarnbackaverken）」である。
　　　前者の組合は、1731年に採択された団体・組合・結社法（Associationreglor）
　　に基づいて銅貨30，000Rdrの確定資本金より成り、この資本金は、600株の株
　　式に分割されるべきこと、各株式は、再分割されるべきでないこと、株式の
　　払込が終了すると、特定の人を対象として印刷された株券が、発行されるべ
　　きこと、株式の譲渡の場合場合譲渡者は、他の株主にその買取の意思の有無
　　を尋ねるべきこと、毎年総会が、開催され、取締役会（styrelse）が、部分的
　　に更新されるべきことなどを要請した。その後1741年に同社への出資持分に
　　ついて旧来の株式との関係で111000の株式が問題となった。（部分株の登場。）
　　後者の会社は、既に1670年に政府（国王）によって設立され、1739年に民
　　間に払下げされた。その際同社の以前からの出資者（株主）が、国家が同社
　　に前貸・提供した資金の額とその後に発生した費用の額に相応した金額とな
　　る資本提供をしていれば、かれは、同社の民間払下げに際して、新たに出資
　　することも可能であるとされた。（］町LHammars幻61d，op．cit．，ss．68－69．）
　「東印度会社」は、上記の2社よりももっと著名で、18世紀スウェーデ
ンにおける貿易活動（海外商業活動）の担い手として最も輝かしい成果を
納めた会社であった8）。
　1731年に同社は、国王Henrikが申請して、最初の、15年間にわたる特
許状を取得し、喜望峰向けの貿易活動に従事する独占権を賦与された。各
旅商・航海毎に必要な資本は、一般投資家からの株式の募集及びその他の
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方法で調達された。「この旅商・航海は、それ自体として完了することが
可能であった（Den　resan　kunde　komplettera　sig　sielf．）」9）。この特許状
は、出資者の氏名とその出資額は、秘密にされるべきこと、同社に投資す
る機会は、外国人にも提供されるべきこと、事業活動の最終的な危険負担
は、出資者が負うべきこと、同社の管理・運営は、国王Henrikと少なく
ともその他の2名の人々が遂行するべきこと、この2名の人は、国王の任
命によって選出されるべきこと、かれらは、スウェーデンに居住するスウ
ェーデン人でプロテスタント教会員であり、国王と同様に東印度貿易の独
占権を行使しうること、各旅商・航海が終了すると、重役会（direktion）
は、共同出資者（medintresenterna）に対して会計報告するべきことな
どを定めた。同社が最初に調達することを予定した資本規模は、不明であ
るが、この時点で定めた各株式は、銅貨600Rdrの金額であったと言われ
ている。
　1746年に同社は、2回目の、20年間にわたる特許状を取得した。この特
許状は、先ず、同社の資本調達とその管理・運営に関する1回目のそれよ
りももっと詳細な規定を定めた。即ちこの特許状は、東印度貿易を目的と
した各旅商・航海に必要な資本は、株式の申込・引受（subscriptioner）に
よって調達されるべきこと、この株式の申込引受は、最低限度、少なくて
も銀貨600Rdrであるべきこと、重役会は、恒常的・継続的な資金（en
continuerande　fond）を設定するべきこと、外国人も、3ヵ月という所定期
間内に同社に出資しうるべきこと、株式の払込が慨怠された場合申込・引
受された株式は、無効とされるべきこと、重役会は、7名の人々より成り、
かれらは、より多額の出資者達（de　sf6rre　delagarna）及び会社の管理・運
営に非常に有能と認められるその他の人々の中より、選出されるべきこと、
重役会は、最大級の出資者の中より主要出資者（hufi・udpatiCipanter）を選
出するべきこと、重役会に欠員が生じた場合それを速やかに補充するべき
こと、速やかに欠員の補充ができない場合その空席を埋めるため、補欠選
挙をするべきこと、この選挙は、12名の主要出資者の中より招集された6
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名の人々によるべきこと、主要出資者は、その任務として重役会の補佐と
いう任務の他に、各旅商・航海の終了の都度行われる決算を監査する任務
を負うべきこと、主要出資者が、監査上如何なる疑義も特記事項もないと
判断した場合、実際に各旅商・航海を遂行する権限を委譲された人々（de
delegerade）は、かれらに課せられた会計責任を解除されるべきことと、
これと反対の場合全ての主要出資者は、重役会と再び会合を開催した上で、
最終的な判断を政府に求めるべきこと、出資者の氏名とその出資額は、主
要出資者以外の人々には秘密にされるべきことなどを定めた。その後同社
は、更に2回目の特許状を取得した。この特許状は、株式の申込・引受が
予定を超過した場合、その超過分を株式の申込・引受分に比例して減少す
るべきこと、株式の申込・引受は、最低限度、少なくても銅貨500Rdrであ
るべきこと、この500Rdrを超える株式の申込・引受は、各々100Rdrを単
位とした金額でなされるべきこと、株式の申込・引受の場合同社の重役と
秘書が署名した仮領収書（interimsqvitton）と引換えにその金額の10％が、
払込されるべきこと、重役会が、将来、増資を決定する場合新株引受権は、
旧株主に優先的に賦与されるべきこと、利益の分配は、各旅商・航海の終
了後なされるべきことなどを定めた。2回目の特許状の取得に基づいて企
画された株式の発行は、成功したが、その申込・引受が終了した後も、1
回目のそれと同様に、その資本規模は、公表されなかったし、その金額の
60％は、何時しか返還されてしまった。そのため1753年に政府は、同社の
いわゆる永続的な資金（en　s．k．sttindig　fond）を特権的に形成する目的で、
政府の裁可による同社に対する株式の申込・引受に関する募集状を発行し
た。その資本規模は、公表されなかったが、重役会が既に事前に確定して
いたと言われる。同社の最初の2回にわたる特許状の取得とその下での事
業活動は、概して成功した。1762年に同社は、3回目の、22年間（1766－
1786年）にわたる特許状を取得する権利を承認され、1772年に実際にそれ
を公布した。この特許状の取得によって企画された事業は、完全に新しい
事業体として出発した。この特許状或いは1762年に国王の裁可によって発
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行された同社に対する株式の申込・引受に関する募集状は、同社の資本調
達と管理・運営に関する様々な新しい規定を含むが、その中でも注目され
るべき点は、永続的な資金に関する規定は、強制的な（obligatorisk）な規
定と見倣されるべきこと、その金額は、重役会が決定し、少なくても銀貨
600Rdrの株式に分割されるべきこと、主要出資者は、この目的のために4
年毎に1回集合し、銀貨600Rdrの株式の数を基礎として決議するべきこと、
株式は、3名の重役会によって署名されるべきこと、主要出資者は、文書
による報告書を提出するべきこと、この報告書は、全ての出資者が閲覧可
能でなければならないこと、株式の申込・引受の場合資金の供託者
（insattare）は、その金額の20％を仮領収書の入手と引換えに支払いするべ
きこと、かれは、この新規事業の最初の旅商・航海については4％の利子
（ranta）を入手するべきこと、事業活動の最終的な危険負担は、出資者が
負うべきことなどである。ここでも資本規模は、公表されなかったが、正
貨1，000，000Rdrであったと言われる。
　1782年に同社は、4回目の、20年間（1786－1806年）にわたる特許状
を取得した。この事業体の管理・運営は、3回目に特許状を取得した事業
体における重役達に任された。この特許状は、個々の株式の最低金額は、
正貨100Rdrとするべきこと、この100Rdrを超える株式の申込・引受は、
各々50Rdrを単位とした金額でなされるべきこと、所定期間の経過後に払
込の塀怠があれば、その株式の申込・引受は、無効とするべきこと、重役
会の補欠選挙は、12名の全ての主要出資者及び残存している重役によって
遂行されるべきことなどを定めた。この事業体に対して提供された資本は、
正貨1，200，000Rdrを幾分上回る金額となり、一般投資家が同社に寄せる信
頼と期待は、多大であった。とはいえ同社は、一般投資家の予想に反して
成功を納めることができなかった。その主たる理由は、この事業体は、設
立当初より不運につきまとわれていた上に、同社が3回目に特許状を取得
した事業体から資産を譲受する場合にその資産の評価額が、余りにも高過
ぎたからであった。そのため同社は、特許状に記載された所定期間が終わ
72
りに近づくにつれて完全にその活動力を喪失し、その所定期間の終了後に
は同社の資産を売却・換金化することもできなかった。その結果1809年に
同社は、イェテボリィェ民事裁判所（G6teborgs　RadstufVu－Ratt）に破産
とその場合の同社の取り分（aftradesforrnan）に関する申請をした。この
申請に対して債権者は、重役会は破産の場合その債務状況について説明す
るべきこと、また重役会が破産宣告に同意を求めるとすれば、それに対す
る理由を明示するべきことを要請した。同裁判所は、債権者のこの要請を
却下して、この申請を承認した。
　1806年に同社は、5回目（最後）の、15年間にわたる特許状を取得し
た。特許状を取得した事業体は、この時期に新たに設立されたbolagであ
った。この事業体は、旧来の同社の管理・運営に関する取決めの幾つかの
点を修正・変更した。この修正・変更の主たる目的は、一般投資家として
の株主の権利をこれまでよりももっと確立・強化することであった。その
ためこの特許状は、例えば、株主総会に関する諸問題に触れて、株式の申
込期間の終了後1ヵ月以内に総会を開催するべきこと、総会では会社の規
則（bolagsregeler）を採択し、政府がこれを認証するべきこと、この規則
は、取締役・監査等に関する諸規定を含むべきこと、総会では取締役会及
び監査役を選出するべきこと、総会では場合によっては株式の割引発行ま
たは株式の申込・引受期間の延長を決定するべきことなどを定めた。そし
てこの特許状の規定に従って同年に採択された会社の規則は、例えば、総
会は3年毎に定期的に開催されるべきこと、5名の重役及び6名の監査
役が、最大の出資者より選出されるべきこと、これらの重役及び監査役は、
定期的に籔引で引退・交替するべきこと、かれらが、引退・交替する場合
その補充は、次期の総会の開催までになされるべきこと、監査役は、毎年
責任解除の通達をする権利を有するべきこと、かれらは、重役会と相談し
て利益分配を決定する権利を有するべきこと、重役会は、総会開催の場合
何時でも3ヵ年間の事業活動に関する完全な報告をするべきこと、その報
告は、以後利害関係者が閲覧可能であるべきことなどを新たに盛り込んだ。
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株主総会の問題をめぐるこのような動向を別とすれば、同社は、資本規模
及び事業活動の内容等については特記するべき点は殆ど無かったと言われ
る。1813年に同社は、総会の決議によって解散された。ここに「東印度会
社」は、1731年の最初の特許状の取得以来およそ80年近い歳月にわたる
事業活動の終焉を告げたのである。
　「自由の時代」の初期に設立された上記の3社即ち「ルーストランズ
社」・「オーリンゴース製造所」・「東印度会社」は、設立に関する特権
的な特許主義に基づいて法人格を取得したこと、資本を株式に分割しその
譲渡・移転を制限付ながら原則として承認し、一方では資本に関する諸規
則の制定を模索し、他方では1728年及び1734年にかの「国家援助代理法」
を適用する場合社員の責任問題に関する政府当局の見解（特に「オーリン
ゴース製造所」に関するそれ）及び当時一般に社会的に普及していた見解
とそれに対する出資者の反応に象徴されるように、全社員の有限責任制と
いう観念・思考に馴染みつつあったこと、機能資本家による会社の管理・
運営と経営権の掌握のために、不完全とはいえ、徐々に会社機関の整備に
着手したことなど、18世紀前半のスウェーデンにおける初期株式会社（前
期的資本による初期独占の担い手としての株式会社）の実情を窺い知るた
めの手掛かりを提供する。しかもこれらの会社の中でも「ルーストランズ
社」を除く2社は、特許状の更新の度に株式会社としての体裁を整えつつ
も、前期的資本による初期独占の担い手としての株式会社の基本的な枠組
みを留めたまま、19世紀初頭或いは中葉まで（1813年及び1848年まで）
存続したのであった。もとよりこれらの初期株式会社は、まさに形成期の
それとして、近代株式会社のそれと比較すれば、様々な点で未成熟であっ
た。既述のように、例えば社員の私的財産と会社財産の未分化、社員の対
外的・対内的な法的責任問題の曖昧性、資本に関する諸原則の未確立、株
式数の固定化・「1株の金額」という観念の未成立（株式の金額の均一性
の欠如）、追徴（増徴）制の承認、利子と配当の観念的な混同、株式の自
由な譲渡・移転に対する制限、設置された会社機関の不備と各機関の構成
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員の選出方法の非近代性、会計書類の開示をめぐる会計責任の設定と解除
問題に対する意識の低さなどは、その左証である。とはいえこれらの初期
株式会社は、まさしく資本を株式に分割し、その譲渡・移転を限定的にせ
よ原則として承認するbolagであった。このbolagが近代株式会社としての
姿態を整えるためには、これらの様々な問題を克服しなければならなかっ
た。そしてこのbolagが、これらの問題を克服して近代化を遂げるために
は、何よりも先ず資本の近代的な形態としての産業資本の形成・発展を必
要とした。これらの初期株式会社は、たとえその内部に既にその設立当初
より自己崩壊的な契機を内包するとしても、なお依然として支配的な資本
の前近代的な形態としての前期的資本の要請を体現するものであったから
である。既に本稿の（1）で、株式会社の起源或いは近代株式会社の起源
としてのオランダ東印度会社或いはイギリス東印度会の事例に触れながら
指摘したように、これらの国々では16世紀には株式の売買が開始し、17世
紀末葉には今日的な譲渡可能な等額株券制が、或る程度その姿態を整えた。
社員の対外的・対内的な責任問題とりわけ有限責任問題についてもオラン
ダ東印度会社の特許状に規定されていたような意味での有限責任という観
念・思考（取締役会の会社債権者に対する直接無限責任の排除）も、イギ
リスの場合既に15世紀に特許状を賦与された会社では存在した。そして有
限責任という観念・思考が、今日的な意味では、取締役会の会社債権者に
対する間接無限責任の排除であるとすれば、それは、オランダ・イギリス
の両国の場合、持分（株式）の譲渡が頻繁化する17世紀末葉頃であったと
言われている’°）。スウェーデンの場合譲渡可能な株券制が或る程度その姿
態を整えたのも、或いは今日的な意味での有限責任の観念・思考が明確化
したのも、時期的にはこれらの国々よりも遥かに遅れた。その最大の理由
は、同国の資本主義経済の発展の後進性であった。同国の株式会社の社員
に対する全社員有限責任制が、事実問題として確立された時期を確定する
ことはできないが、18世紀以来とりわけその20年代以後の同国の株式会社
の発展動向より見て、大まかに言って18世紀の前半より中葉頃と推定して
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もさほど大した誤りを犯すことにはならないように思われる。
　これまで引き合いにだしてきた上記の3社は、18世紀20年以来同世紀
末葉に到る時期に活躍したスウェーデンの典型的な初期株式会社である
が、この期間には、上記の3社の設立とその後の活動に触発されて、例え
ば、海外貿易会社、漁業会社、海運及び関連植民会社、銀行・保険等の金
融機関、運河・交通機関関連会社、関税組合、その他の製造工業会社など、
多数の初期株式会社が、同国の内外商・工業活動の領域で設立されたので
あったtf・2）。
c£2）18世紀の20年以後スウェーデンで設立されたこの種の初期株式会社に関す
　　る若干の事例を列挙すれば、つぎのようである。
　　　先ず注目するべき会社は、海外貿易活動に従事した「地中海会社（det
　　Lavantiska　kompaniet）」、「西印度会社（ett　Vestindiskt　kompani）」、その
　　他の会社である。
　　　「地中海会社」は、1738年に10年間にわたる特許状を取得した。同社は、
　　貿易・商業の利害団体・結社（lntressentskap）として、スウェーデンの全
　　ての市民に出資を勧誘した。（但し資本規模は、不明。）同社は、その管理・
　　運営を選出された1名の重役に委ねた。（但しその選出方法は、不明。）1748年
　　に同社は、新しい特許状を取得した。けれども同社は、早くも1757年に解散
　　した。この時同社の名目資本は、銅貨1，500Rdrの株式400株より成った。「西
　　印度会社」は、1745年に20年間にわたる特許状を取得した。同社の資本は、
　　株式の募集及びその他の方法によって調達された。同社は、外国人の出資と
　　重役会への参与も認めた。但し重役会は、その構成員の少なくても半分まで
　　生来のスウェーデン人より構成された。正規の諸帳簿（ordentliga　b6cker）
　　が記帳され、定期的に出資者の代理人（deltigarnes　deputerade）に呈示され
　　た。この2社の他には、早くも1726年にマダガスカルの植民地
　　（Madagaskars　kolonisation）のために株式150株を基礎として株式会社の設
　　立を企画した野心的な提案、1746年にマディラ諸島（Maderia）及びカナリ
　　ア諸島への貿易のため4名の人々の氏名を対象として特許状を賦与された一
　　株式会社、上記の「西印度会社」の他にも1786年に特許状を取得しスウェー
　　デン人にのみ出資を承認した「もう一つの西印度会社」などをあげることが
　　できる。（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．72，Franklin　D．Scott，Sweden，The
　　Nation’s　HistOry，University　of　Minnesota　Press　Mineapolis，1977，p．262．）
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　これらの会社と対比されるのは、漁業活動の遂行を目的とした「漁業組合
（Fiskerisocieteten）」と「グレーズランズ社（det　Gr6nlandska　kompaniet）」
である。「漁業組合」は、この組織体の重役会の中心人物であるArftvedsonと
いう2名の兄弟の努力によって、1745年に20年間にわたる特許状を取得し、
1746年にその組合規則（Associations－Reglor）を確定した。同社は、外国人に
も出資を認めた。この組合の場合組合員の責任問題は、後述の「ストックホル
ム保険会社」の場合のように明示的では無かったが、組合員の出資額を限度と
すること、重役もまた、人的責任より免除されるべきことを前提としていた。
出資者の氏名は、匿名であった。株式の発行の場合同社は、然るべき株券を交
付した。その金額は、銀貨600Rdrで、その中の114は、株式の申込・引受の場
合に、残余の314は、1年以内に払込されなければならなかった。利益の分配
は、持株数に比例した。会社の管理・運営は、2つの重役会、その1つは、牡蠣
漁業のためにストックホルムに所在し、最高の管理・運営権を有する重役会、
他の1つは、北海漁業のためにイェボリィェに所在し、Arf　vedson兄弟が選出
した代理人によって代理される重役会に委ねられた。各重役は、少なくても
各々5株を所有することを必要とした。各重役会は、スウェーデンに移住して
きた外国の共同出資者の中よりこの兄弟が任命した2名の人及び全ての利害関
係者の中より選出された代理人より成った。この兄弟が、会社の管理・運営に
関する意思決定をする場合、その決定権は、平等であった。より重要な案件が
発生した場合全ての出資者の中より選出された7名の経営責任者
（HufVudmiin）が、ストックホルムの重役会を補強した。監査役は、全ての出
資者の中より選出され、毎年、帳簿と計算書類を検査し、同社の経営状態につ
いて年次総会（general－Sammankomst）で報告することをその任務とした。
総会での決議は、1株1票の原則によったが、利益の分配は、重役と経営責任
者の裁量に依存した。規則（de　stadgoma）の改正は、総会の決議事項ではな
くて、重役全員と経営責任者の満場一致によった。「グレーンランズ社」は、
グレーンランド及びダーヴィス海峡周辺での鯨捕獲iを目的として、1774年に
20年間にわたる特許状を取得した。この特許状は、同社の株式は、600Rdr或
いはそれを上回る各単位を基礎とするべきこと、その中の20％は、株式の申
込・引受の場合に払込するべきこと、株式の申込・引受は、応募によるべきこ
と、外国人も、スウェーデンの国内に移住することを条件として、出資を承認
されるべきこと、重役は、最初の5年間は、特許状にその氏名が明示されてい
た2名の人がなるべきこと、但し出資者は、更に1名或いは2名のその他の
重役を自由に任命できること、少なくても3株を所有している共同出資者
（delagare）の中より毎年2名以上の人々を監査役として選挙によって選出す
るべきこと、選挙は、株式数を基礎とするべきこと、監査役は、計算書類の検
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査・監査を行い、経営者の責任解除を通達するべきことなどを定めた。同社も、
政府（国王）の協賛をうけたが、その内容は、鯨捕獲の独占権の取得ではなく
て、国家からの借入と割増援助金（＝鯨1匹捕獲する度にそれに対して支払さ
れる割増援助金）の獲得であった。同社の場合割増援助金は、商務省
（Kommerskollegium）がその申請者に代わって直接会社に投資するという形
をとり、そのためその申請者は、同社の事業活動に殆ど強制的に参画すること
を求められた。（Hj．L．Hammarskj61d，op．dt．，s．s．72－73，　Carl　G．Gustavson，The
Small　Giallt，Ohio　University　Press，1986，pp．43－45．）
　上記の2社は、漁業活動の遂行を直接な目的として設立された会社であっ
たが、既述の貿易活動の遂行に関連して海運・海難救助活動を目的として設
立された会社として注目される会社は、「ストックホルム保険会社（ett
Assuranskompani　i　Stockholm）」と「潜水・救助活動会社2社（tvanne
dykeri－och　bergingsbolag）」であった。「ストックホルム保険会社」は、海運
独占の目的で1739年に12年間にわたる特許状を取得し、同年7月4日に政府
によって制定された同社に関する法令の規制を受けた。同社の資本は、銀貨
1，000Rdrの株式1，000株より成り、その中の20％は、当初に払込されるべきで
あった。株式の申込・引受は、同国の住民が行うべきこと、また事業活動の
最終的な危険負担は、これらの出資者が負うべきものとされた。株券の発行
は、一定の人を対象とし、その譲渡は、登記を必要とした。「ここではっきり
と言明されていることは、如何なる応募者もその株式の出資額相当分以上の
責任を負うことはない」（Hj．L．HammarskjOld，op．cit．，s．73．）ということであ
った。同社の管理・運営は、機能資本家としての4名の重役に委ねられた。
重役は、共同出資者によって選出され、少なくても各々10株の株式を所有し
ていることを条件とした。毎年、年次総会が開催され、決議は、株式数によ
って決まった。監査役は、少なくても5株の株式を所有している共同出資者
の中より選出された。「重役も、上記の漁業組合の場合と同様な考え方で、人
的責任より解除されていた。」（Hj．L．HammarskjOld，op．cit．，s．73．）重役会は、
各年度の利益分配の是非・分配する場合にはその分配の仕方を決定した。特
許状に記載された所定期間が経過すると、出資者は、自己の出資した資本の
引出・回収が可能であった。保険による全ての責任負担が決議された後に利
益が発生していれば、それは、最終的には分配された。「潜水・救助活動会社
2社」も、「ストックホルム保険会社」と同様に、海運業に関連して設立され
た会社であった。この中の1社は、南方海域を中心とした潜水・救助活動に
従事する目的で、早くも既に1692年に特許状を取得した。但し同社が、その
主要な事業活動を開始したのは、1700年代に入ってからであった。他方、他
の1社は、北海海域を中心とした潜水・救助活動に従事する目的で、1729年
78
に始めて特許状を取得した。これらの会社は、海難に遭遇した船舶救済の優
先権を取得した。1802年にスウェーデン全土にわたる新しい「潜水・救助活
動会社（ett　dykeri　och　bergnings－kompani）」が設立されるまで、この2社
は、存続した。（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．73－74．）
　株式会社というbolagは、上記のような貿易・漁業・海運・海難救助活動の
ための組織体として適用されただけではなくて、資金の借入・貸付行為それ
自体を目的とした金融機関の組織形態としても利用された。この種の会社の
中でも特に著名な会社は、1773年に12年間にわたる特許状を取得した「割引
業務会社（det　Diskonterings－kompaniet）」、1772年に無期限の特許状を取得
した「一般的な財務援助局（General　Assistance－Contoret）」、その他であっ
た。「割引業務会社」の資本は、最高限度24樽金（tunnor　guld）、銅貨
1，000Rdrの株式7，200株より成り、その中の20％は、株式の申込・引受の時点
で払込されるべきであった。株式の募集は、公募によった。株式募集の終了
後総会が開催され、重役会が選出された。重役会は、4名の人々より成り、
毎年、その半分を更新した。毎年選出される監査役及び全ての計算書類を何
時でも閲覧可能な国家の監督官（ett　kronoombud）が、会社の管理・運営状
態を検査した。各出資者は、この検査によって同社の収益力と管理・運営状
態を把握することができた。利益分配は、毎年、行うべきこととされた。総
会での決議は、株式数を基礎とする決議によって決まった。同社の資本力は、
政府（国王）が資本力の強化を目的として特許状の所定期間中に貸与した低
利な利子の6樽金に加えて、必要に応じて利用可能な私的個人による貸付に
よって補強された。「一般的な財務援助局」は、一般大衆から資金援助を受け
ることを主眼として設立された。この援助局の資本は、15樽金、6，000株より
成り、その提供者は、国王と私的な出資者であった。そのため国王は、この
株式の中の1，500株を資本提供の代償として優先的に所有すること、また利益
の一定部分を認可料として受領するべきことを要求した。私的な出資者の所
有する株式は、自由に譲渡可能であった。譲渡は、原則として一定の人を対
象としたが、匿名の人々を対象とすることも認められた。但しこの場合かれ
は、利益分配請求権を有したに過ぎない。重役会は、同社の第一人者たる社
長（Directuren）の他に、7名の人々より成り、この中の2名は、国王が推
薦及び任命した私的な共同出資者、残りの5名は、共同出資者の中より任意
に選出され、国王が任命した人々より成った。但し重役会の行う提案は、こ
の援助局が存続する限り、国王をも拘束した。重役会は、毎年開催される総
会の決議によって部分的に更新した。共同出資者は、株券の所有者として、
少なくても3ヵ月に1回計算書類を検査する権利を有し、毎年利益の分配に
与かった。上記の「割引業務会社」及び「一般的な財務援助局」の他に、
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1783にイェテボリィェで株式を公募することによって設立され、共同出資者
の中より選出された重役が管理・運営する「特殊な割引業務会社（ett
sarskild　diskontkomani）」、1798年に政府が315の資本を提供して特殊目的で
設立し、5名の役員の中3名も国王が推薦した「割引業務会社（diskontverk）」
などがあった。（】Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．s．74－75．）
　株式会社というbolagは、上記のような事業活動に加えて、当時の主要な交
通網であった運河の敷設の場合にも利用された。その代表的な事例は、「トロ
ルヘッタン運河の実現のための新会社（ett　nytt　bolag　fdr血llborande　af
kanalen　vid　Trollhattan）」であった。同社は、「地方字自治体制度に帰属す
る株式会社企業（ett　till　i　kommunikationsvtisendet　h6rande　aktieforetag）」
として、1793年に特許状を取得した。同日（12月13日）同社は、会社の規則
（bolagsregler）を定めた。この規則は、同国の全ての住民は、株式の応募に
よって同社の事業活動に参加する権利を有するべきこと、株式の払込は、
100Rdrの国債で賄われるべきこと、株券の発行は、不特定の人を対象とする
べきこと、事業活動の最終的な危険負担は、出資者が負うべきこと、定期総
会は、隔年毎に開催され、特に監査役の選任と取締役会の構成員（de
styrelseledam6terna）の一部を選出するべきこと、総会での取締役会の構成
員の選出と監査役の選任に関する投票は、株式数によるべきこと、この投票
は、例えば選出された者の中より上位3名或いは4名を選出するという方式
（enligt　en　fallande　r6stskala）によるべきこと、この様にして選出された取
締役会の構成員の最初の選挙では、少なくとも2名の取締役が選出されるべ
きこと、その各構成員は、少なくても各々10株を所有するべきこと、監査役
は、株主たるべきこと、取締役会は、当初6名の構成員より成り、運河敷設
工事の終了後には4名のそれより成るべきこと、最初の取締役会は、国王が
任命するべきこと、取締役会は、株式の申込・引受・払込をした金額を超え
て追加出資の義務を要請されるべきではないこと、但し定款の修正・変更の
場合必要とされる株主の4！5の同意と国王の認可という規定が、追加出資につ
いても承認されている場合は、別とすること、事業活動に関する報告書及び
決算報告書は、複式記帳（dubbelt　bokhSlleri）によるべきこと、これらの書
類は、株主に配布するべきこと、株主は、隔年毎に開催される定期総会で過
去2年間の帳簿について閲覧しうる権利を有するべきことなどを定めた。
（Hj．L．HammarskjOld，op．cit．，s．75，Elj．F．Heckscher，op．cit．，245，Carl
G．Gustavson，op．cit．，pp．19，29，35，37，110，120，124．）なお当時のスウェーデン
の海外事業活動に関連して、政府は、それまで自ら直接的に関与してきた関
税徴収制度を廃止して、新たに関税徴収請負機関として「一般関税徴収代行
協会（Generalltullarrendeasocieterna）」を設立した。同協会は、当初、
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1726年1月25日付の国王の書簡と同年4月7日の契約に基づいて関税徴収を
期限付きで請負った。（1765年まで。）同協会の資本は、10樽金或いは本来の
請負料と同額な金額であり、銀貨200Rdrの株式1，500株式より成った。株券
の発行に先立ってなされた払込は、その総額の1／4に過ぎなかった。残余部分
は、多分、一種の保証金（ett　slags　garantifond）となったように思われる。
同協会は、株式の申込・引受の場合市民団体に優先権を賦与し、外国人の投
資を承認しなかった。重役会が、同協会の管理・運営をした。この種の協会
は、最初の請負期間が終了後およそ10年経って再度（1777－1782年及び
1803－1813年の期間）設立された。この場合政府は、同協会にその資本総額
の1／4を出資することを要求した。
　既に本文で指摘したように、スウェーデンで18世紀初頭ないしはその前半
に設立された「オリンゴース製造所」や「ルーストランズ社」は、当時の同
国のいわゆる国内工業活動における特権的なマニュファクチュアを代表した。
18世紀中葉以後この2社に倣ってこの種のマニュ経営を目指す多数の株式会
社が、相次いで設立され消えていったが、これらの株式会社の中でもスウェ
ーデン史上その名を留めたのは、「マリィェベリィェ社（Mariebergs　bolag）」、
「カールスクルゥーナ綿工場（Bomullsfabriken　i　Carlskrona）」、「イスターズ
煙草会社（Ystads　Tobaks　Fabrique）」などであった。「マリィェベリィェ社」
は、磁気製造会社として1758年に国家が設立に関する特許状の賦与を約束し、
翌年その交付によって成立した会社であった。但し国家は、特許状の賦与を
約束した段階で、同社に対する資金援助を拒絶していた。そのため同社の設
立に指導的な役割を果たしたEhrenreichは、富裕な実業家及び一般投資家か
らの株式の応募によって資本を調達をすることを求めた。とはいえ同杜は、
特許状の取得によって設立を許可されても、一般投資家からの出資を受ける
ことができなかった。そのため早くも1759年に同社は、新しい会社契約
（nytt　bolagskontrakt）を締結し、1761年にこの契約の下で銅貨700，000Rdr
の払込を受けたと言われる。それでも同社の資本は、絶対的に不足していた。
同社は、この資本不足を解消するために、1764年に非常に特殊な性格の株式
を発行することを特権的に承認された。同社は、先ず銅貨300Rdrの株式
20，000株を発行した。同社は、この中の2，000株については直ちに抽選によっ
て600－300，000Rdr（その合計額3，000，000Rdr）の利益分配を行って償還し
てしまった。同社は、残余の株式18，000株を1株150Rdrの出資株
（f6rlagsaktier）とし、この出資株の所有者は、同社の事業経営に現実に関与
する権限を持たず、25年間にわたらて少なくても4％の利益配当の半額分を
受領する権利を承認されたに過ぎなかった。同社は、出資株の所有者にこの
権利を保証するために、会社の資産を担保として提供することを約束した。
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とはいえ25年後に同社は、全ての出資株を対価なしに取得することもでき、
また同社が4％の利益配当をすることを望まなければ、出資金を返還して貸
借関係を決裁してしまうことも可能であった。しかも同社は、25年間が経過
しなくても何時でもその出資株を名目価額で換金化することも可能であった。
この複雑な財務活動は、失敗に帰して、1766年に同社は、12年間の契約で別
な新しい会社に譲渡された。新会社の定款は、同社の資本は、正貨1，400Rdr
の株式69株を基礎とするべきこと、1株当りの配当6％が保証されるべきこ
と、この中の4株は未発行株として新会社が保持するべきことなどを定めた。
1768年に新会社が所有していた株式は、13株であったが、それらの株式も、
結局、数人の株主に譲渡された。株券の発行は、一定の人を対象としたが、
その譲渡を、不特定多数の投資家を対象する多数の事例も存在した。同社が、
財政状態の改善のためにかなり多額な追加出資を決定しても、それは、同社
の持続的な改善に繋がらなかった。そのため同社は、1782年に「ルゥースト
ランズ社」の所有主に売却され、その後間もなく1788年に閉鎖された。「カー
ルスクルゥーナ綿工場」は、1795年に同社の規則を制定し、これを印刷物と
して公表した。この規則は、同社の資本は、500株より成るべきこと、株券の
発行は、特定の人を対象として発行されるべきこと、株式の譲渡の場合買取
の意思の有無を尋ねるべきこと、同杜の管理・運営のために年次総会・重
役・監査役を設置するべきこと、年次諸帳簿（Ars－B6cker）を作成するべき
こと、議決権の行使と利益の分配は、株式数によるべきこと、株式は、個人
の財産とは別な会社財産を構成するべきこと、共同出資者（de　deltigarne）
は、出資の義務と事業活動の最終的な危険負担を負うべきこと、定款変更は、
213の多数決によるべきことなどを規定した。上記の500株の中でも共同出資
者が所有した株式は、225株、残余の株式は、売れ残った。「イースターズ煙
草会社」も、1799年に上記の会社と同様な規定を定めた。この規定に署名し
たのは、25名の人々であった。この規定は、同社の資本は、120株より成るべ
きこと、株式は、純粋な動産（16soren）として処理されるべきこと、株式の
譲渡の場合買取の意思の有無を尋ねるべきこと、共同出資者は、出資の義務
と事業活動の最終的な危険負担を負うべきこと、「その責任は、出資持分に応
じて（efter　wora　andelar）なされる」（Hj．L．Hammarskjdld，op．cit．，s．77．）べ
きこと、同社の管理・運営は、全ての出資者が取締役会（styrelse）に参加す
ることによって遂行されるべきこと、但しかれらが全員で同社の事業活動の
遂行に参加することができない場合5名の社員が遂行してもよいこと、監査
役を除くその他の共同出資金は、帳簿の閲覧権を持たないこと、監査役は、
取締役の行為を統制し、帳簿の閲覧権を有することなどを定めた。
（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，ss，76－77．）
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　既述のように、スウェーデンの伝統的な産業である鉱山業は、いち早く株
式会社というbolagの利用に着手し、18世紀には半ば投機的な株式会社の乱立
状態を生みだした。例えば「エーデルポッシュ鉱山採掘所（Adelfors
Bergwark）」、「ルーヴィセベリィェス銀及び銅会社（Lovisebergs　silfer－och
kopparverksbolag）」、「ルストベリィェにおけるグスターフ・アードルフ鉱山
（Gustaf　Adolphsgruva　i　Rostberget）」、「グランツハンマッシュ銀鉱山会社
（Glantshammars　silver－grufvasbolag）」、「ナーサフィェール銀鉱採掘所
（Nsafitils　silferverk）」、「ダールス・ベリィェ社（Dals　Bergs　societet）」、
「ヘェーガネェース石炭採掘所（H6ganasl　stenkolverk）」などいわゆる鉱山
事業会社（bergsverksbolag）の設立は、それを象徴した。「エーデルポッシ
ュ鉱山採掘所」は、1738年に設立された。その資本は、銅貨500Rdrの株式よ
り成り、この株式は、一定の人を対象として発行され、その譲渡は、日付の
明示された一定の人々への株券の移転によった。「ルーヴィセベリィェス銀及
び銅会社」は、1749に提案された事業企画に基づいて、大手株主400名の
人々によって設立された。同社は、その組織体を4つのグループに区分し、各
グループに銅貨75Rdrの株式を発行した。とはいえ4つのグループの所持する
株式の113は、利益を以て充当するとされ、それらの株式の実際の払込は、割
引発行となった。「ルストベリィェにおけるグスターフ・アードルフ鉱山」は、
1761年に設立された。その資本は、100株の株式より成り、株式に対して全
ての社員（bolagsmannen）が署名した保険証券（fbrsakringsbref）を発行し
た。同社は、株式の譲渡の場合買取の意思の有無を尋ねるべきこと、定期総
会で追加出資の決議をすることができること、共同出資者は、事業活動の最
終的な危険負担を負うべきこと、緊急な資金需要が生じた場合従業員が共同
出資者の氏名或いは会社の名前で借入による資金調達が可能となるべきこと
などを定めた。「グランツハンマッシュ銀鉱会社」は、1771年に設立を企画さ
れ、その資本は、銅貨100Rdrの株式100株と定められた。共同出資者は、等
しく出資義務を負った。「ナーサフィェール銀鉱採掘所」は、1771年に設立を
企画され、その資本は、100株より成り、この株式に対して株券を発行した。
同採掘所は、各共同出資者の所有株式の上限は、4株以上であるべきこと、
或いは各共同出資者が株式を売却する場合少なくてもその取得後3年を要する
べきこと、この期間の経過後株式を譲渡する場合買取の意思の有無を尋ねる
べきこと、重役は、株主総会に計算書類を提出するべきこと、計算書類は、
場合によっては代表者によって検査されるべきこと、その後重役は、責任解
除を承認或いは否認されるべきこ、決議は、株式数によって行われるべきこ
と、共同出資者は、出資・追加出資の義務を負うべきことなどを定めた。「ダ
ールス・ベリィェ社」は、1779年に設立された。その資本は、正貨65Rdrの
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株式400株より成り、この400株に対して一定の人々に対して割当された株券
が発行された。同社は、株式の譲渡の場合買取の意思の有無を尋ねるべきこ
と、定時総会・経営者（hufVudman）・監査役を設置するべきこと、銀行借
入は、全体として同社に属する全ての人々の共同責任の下で（under　hela
societens　gemensama　ansvarighet）個々の社員が保証することによって行う
ことができることをなどを定めた。「ヘェーガネェース石炭採掘所」は、1797
年に石炭鉱床の精製・改良を目的として設立され、その資本は、60，000Rdrの
株式120株より成った。（Hj．L．HammarskjOld，op．cit．，ss．77－78．）
　ところで資本を等額券面額の株式に分割しその自由な譲渡・移転を可能
にする法的支柱の一つは、周知の全社員有限責任概念の形成とその法的承
認である。
　既に本稿の（1）で指摘したように、今日的な意味での有限責任概念は、
間接無限責任の排除を意味し、このような意味での有限責任概念の形成の
過程は、かなり長期にわたる紆余曲折に満ちた過程であった。それは、会
社財産の自立化と持分流通の拡大の必然的な結果として、取締役或いは重
役が会社の債権者に対して個人的に直接無限責任負うことを免除されるだ
けではなくて、最終的に会社に対して追徴の支払い責任を免除されること
を意味する。この間接無限責任の排除が何時頃確立されたか、それを時期
的に明定することはできないが、少なくても株式会社或いは近代株式会社
の起源と言われるかの「オランダ東印度会社」或いは「イギリス東印度会
社」の場合、それは、およそ17世紀末葉頃と推定される。
　スウェーデンでこのような有限責任概念がどのように形成されていった
か、その過程は、余り定かではないが、株式会社という企業形態における
「構成員の責任の限定とその前提について恐らく17世紀に当時の人々が、
より綿密な考察をしていたとは思われない」1”と説かれているように、17
世紀初頭における同国の一連の初期株式会社の形成を契機として同世紀中
を通じて各種の産業分野において台頭した株式会社というbolagの場合、
有限責任という観念は稀薄であった。
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　既述の一般法の部分法典として1734年に制定された商法典は、かっての
地方法と都市法におけるbolagという組織体に関する各種の取決めの中で
も特に商事関連行為に関する諸規定をGustaf　I　Vasa以来の統一国家の下
でそれに相応しい法制度を樹立することを目的としてその統合を図ったも
のであった。そしてそれは、「如何なる人も商業活動を営むことに対して
市民権（burkskap）を承認されるべきであるという要請」’2）を体現するも
のであった。もとよりこの要請は、当時の重商主義政策の表明であり、近
代的な経済自由主義思考を前提とするそれではなかった。後述のように、
株式会社という企業形態に対してその構成員（社員）の有限責任制が始め
て法制上明認されるのは、それよりも1世紀以上も経って、近代的な経済
自由主義思考の台頭を背景として、1848年に株式会社法が制定されるまで
侯たなければならなかった。
　概して18世紀におけるスウェーデンの支配的な法解釈論によれば、資本
が株式に分割されその譲渡・移転が承認されるbolagの場合その構成員は、
1734年の一般法の部分法典としての商法典の制定以前でもそれ以後でも、
対内的・対外的に人的責任（personlig　ansvarighet）より免れていたと推
定される。確かに人的責任からの解除を明定した規定は、非常に稀であり、
特に取締役会の構成員の人的責任の解除を要請する規定は、そうであった。
けれども結論的に言えば、特許状及び定款に明定されている諸規定は、全
ての出資者に対して人的責任を解除することを前提として成立しており、
個々の組織体の歴史的な様々な事例一例えば既に本文及びその注記で示し
た「オーリンゴース製造所」（1724年、特許状を取得）、「漁業組合」
（1745年、特許状を取得）、「ストックホルム保険会社」（1739年、特許状
を取得）、「イスターズ煙草会社」（1793年、特許状を取得）の事例など一
も、このような見解が妥当することを示している’3）。
　この商法典が対象としたbolagは、今日の同国の共同経営店の前身及び
合名会社（並びに同国では合名会社の変形として位置づけられる合資会社）
であり、そこで言及された責任問題は、この種の企業の法律形態の構成員
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特に合名会社の構成員の対内的・対外的なそれであった。その限りこの法
律は、資本を株式に分割し、その自由な譲渡・移転が承認される組織体の
出資者の責任問題の考察・限定という問題とは、本来的に関わりがなく、
その点でこの法律は、株式会社の社員の責任問題を考察・限定するとにつ
いて、如何なる障害物ともならなかった筈である。けれども当時の人々は、
形成途上にある様々な組織体の法的・経済的な特性と相違を明確に識別し
うるほどの知識も経験も乏しかった。そのためこの法律が制定され、その
実際的な適用が問題となったとき、かれらは、「1734年法が、株式を基礎
とした組織体bolagにおける共同出資者の責任を限定する障害物となって
いるとは見倣されないこと」は、「この法律が対象としている事柄は、
個々の特許状をつうじて認可されている事柄ではないということから明ら
かとなる」14）という法解釈を媒介として、株式会社というbolagにおける構
成員が人的責任から解除されているとを主張した。そのような主張がなさ
れた事情は、恐らくつぎのようであったと思われる。第1に当時の人々が
特許状を申請しそれを取得する場合その直接的な動機は、bolagを企業の
一定の法律形態で設立することについて政府の承認を得ることではなかっ
たことである。その直接的な動機は、概して特定な事業企画の独占とそれ
への国家の援助という恩典に浴することであった。しかも特定な会社また
は個人が取得した特許状に基づいて会社を設立し、その運営上各種の特権
を利用できれば、それは、結果としてその会社または個人と関わりのある
不特定多数の人々にもその恩恵が波及するということになった。その代表
的な事例の1つは、かの「オーリンゴース製造所」である。同製造所の場
合特許状を直接申請・取得したのは、Jonas　Almstr6merであったが、こ
の特許状の恩恵は、単にかれだけではなくて、その後同製造所の共同出資
者としてそれに参画した人々にも及んだのであった。特定な事業企画とそ
れへの国家の援助という点を別とすれば、特許状を取得した会社とそうで
ない会社とを峻別するべき法的根拠は、稀薄であった。第2に株式会社と
いうbolagの構成員（社員）の責任の限定という問題にとって、政府がこ
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のbolagの定款を認可したか否かという問題も、基本的に重要ではなかっ
たことである。株式会社というbolagの構成員の責任を限定するという問
題が、当時、当該のbolagの定款が政府の認可済という文言を含むか否か
ということに依存・関係していたと推定することはできない。それどころ
か特許状の賦与或いは定款の認可の場合、株式会社というbolagの構成員
の責任の限定という問題を視界に入れることは、極めて稀であった。株式
会社というbolagの構成員の責任を限定するために、特許状或いは定款に
特別な条項を定める必要があるとすれば、当然、特許状或いは定款にかか
る特別な条項が存在していなければならない筈であった。とはいえそのよ
うな特別な条項は、これまで例示した株式会社の発展動向を見る限り、殆
ど存在しない。既述のように、例えば「オーリンゴース製造所」の場合か
の「国家援助代理法」の適用に当たってその構成員の責任問題が問われた
とき、この問題に対する当時の政府見解及び一般に社会的に普及していた
見解は、その責任を有限責任とするものであった。そしてこの場合政府は、
このような見解を正当化する手段として同製造所が定めた諸規則を改めて
認可するというようなことはしなかった。けれどもまた、極めて稀にせよ、
bolagの定款の中に、「全ての出資者或いは取締役の構成員に対して有限責
任が明白に規定されていた場合」’5）でも、政府が特許状を賦与するか或い
は定款の認可の対象としたbolagが存在したことも事実であった。このよ
うに、当時、株式会社というbolagにおけるその構成員（社員）の有限責
任制の問題は、原則的には政府による特許状の賦与或いは定款の認可の問
題とは関わりがなかった。政府による特許状の賦与或いは定款の認可は、
国家の援助を得ることを目的としており、社員の責任問題とは別問題と考
えられた。そして社員の責任問題は、それが、法制上明確に規定されてい
なくても、当時、既に株式会社というbolagの設立の場合、自明のことと
されていたのである。とはいえ政府が賦与した特許状或いは認可した定款
が、如何なる法律的な性格を持ち、また如何なる具体的な条件の下で組織
体の構成員（社員）の責任は、有限とされるかというような問題は、明白
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ではなかった。かの1734年の一般法によれば、有限責任の株式会社が存立
可能となるのは、一部は、株式会社という企業形態は、その営む事業活動
の性質上「特別に定められた所定の裁判所の管轄下」におかれ、「経済及
び政治に関する法令（Oecollimie　och　Politie　FOrordningar）」に関わる企
業の範疇に含められること、また一部は、bolagに関する商法典の規定は、
共同出資者の中の誰か或る1名或いは複数以上の人々が資本だけを出資し
事業活動の遂行には少なくても直接的には影響力を持たない、例えば株式
会社という組織体には、肯定的な意味でも否定的な意味でも適用されない
ということによるものであった’6）。有限責任の株式会社が、所定の裁判所
の管轄の下で「政治及び経済に関する法令」の規制を受けるという主張が、
当時、正当化されていたということは、1736年以後政府は、株式会社に対
して賦与した特許状に株式会社問題に関する訴訟を処理するための特別な
法廷の場（商務省Kommerskollegium）を幾度も指示したという事実から、
多分、明らかとなるであろう。そしてこのことは、株式会社問題に関する
訴訟は、一国の財政一般に関わるような案件（訴訟法10章§26）に属する
こと、また概して株式会社の法律関係の問題は、直接的・必然的には1734
年に一般法の部分法典として制定された商法典の諸規定の範疇には入いら
ないという当時の見解を示唆していたと言わなければならない17）。このよ
うに18世紀スウェーデンでは、1734年法の制定以前も以後も、株式会社
というbolagの構成員を責任人的責任より解除して有限とするということ
は、実際問題としてであれ法解釈論を媒介としてであれ、事実上承認され
ていたと言えるようである。
注1）スウェーデンでは、1848の株式会社法による全社員有限責任制の制度的な承
　　認の後、1895年の株式会社の設立に関する準則主義の導入まで、特許状なき
　　株式会社或いは認可状なき株式会社の乱立とその淘汰を通じて、19世紀末葉
　　には、資本の近代的な形態である産業資本の担い手として、多数の近代株式
　　会社が台頭し、20世紀以来その中の或るものは、同国の経済の発展動向に呼
　　応して、国際独占体としてのいわゆる多国籍企業にまで成長する。1848年の
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株式会社による全社員有限責任制の導入より1895年の株式会社法による設立
に関する準則主義の導入まで展開する同国の近代的な株式会社の発展動向
（或いは前期的資本の担い手としての初期株式会社より資本の近代的な形態と
しての産業資本を中心としたその担い手たる近代株式会社への移行過程）に
ついては、本稿の補遺としての別稿で取り上げる。その委細は、この別稿に
委ねるとして、ここでは19世紀中葉より末葉に至るスウェーデンの近代的な
工業化過程の時期的な指標についてのみ、簡単に指摘しておく。
　一般に19世紀スウェーデンは、他のヨーロッパ諸国と同様に、激しい経済
的・社会的な構造変化の時期であった。もとよりこの時期のスウェーデンに
おける経済の発展要因もそれに基づく個別的な特徴も、他のヨーロッパ諸国
と必ずしも同一ではなかったが、その時期的な遅れを別とすれば、総体的に
はこれらの諸国とほぼ同一な傾向を示したと言われている。
　スウェーデンの近代的な工業化過程の問題を論じた現代的な著者達によれ
ば、19世紀同国で展開された工業化過程が急速に加速度的に進展した時期は、
比較的短期間のつぎの3つの時期であった。即ち1850年代、1870年代、1890
年代である。（Edited　by　Steven　Koblik，Sweden’s　Development　from
Poverty　To　Affluence　1750－1970，University　of　Minnesota　Press，
Minneapolis，1975，p．92，Editor　Carlo　M．Cipolla，The　Fonta　Economic　History
of　Europe：4（2）、　The　Emergence　of　lndustrial　Societies－2，Fonta1Collins，
4th，1970，p．467．）とりわけ1870年代以後第1次世界大戦の勃発までのスウェ
ーデンは、同国の古典的な経済史家Eli　F．Heckscherによれば、スウェーデン
がこれまでの停滞的な農業国より近代的な工業国へと速やかに転成した「偉
大なる転換の時代」と呼ばれ（Eli　F．Heckscher，An　Economic　History　of
Sweden，Havard　University　Press，1954，pp209ff）、人によっては、この時期
を近代福祉国家の形成を可能にする経済的な基礎を形造った時期として注目
する。（Irene　Scobbie，Nation　of　the　Modern　World，Sweden，London，Ernest
Benn　Limited，1972，p．78．）第1の時期：この時期のスウェーデンの経済は、
既に前世紀中葉以後からの囲い込み運動を含む農業改革の結果1830年代に農
産物（穀物）の輸出国に転じていたことを受けて、19世紀50年代にも、依然
として続く人口の増大にも拘らず、比較的短期間（1880年代まで）ではある
が農産物の輸出を続けることができた。農業部門の自立とそれによる輸出の
増大とは、同国の経済全体としてみれば、18世紀末葉或いは19世紀初頭以来
国際競争力を喪失して低迷を続け、世紀の転換期頃には、一方では従来の輸
出品を特化し、他方で新しい各種の機械・エンジニアリング産業の発展を触
発した伝統的な輸出産業としての鉄工・鉄鋼産業の輸出の低下傾向と、19世
紀70年代にかの“飛躍”の引きがねとして新しい展開を遂げる輸出産業とし
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ての材木産業における大規模な輸出とを補うことができた。第2の時期：この
時期のスウェーデンの経済は、1870年代はもとより1890年代まで総体として
GNPに占める工業生産の非常に低い比率に見るように、なお依然として農業
国であり、工業生産の発展が、経済社会に与えた影響は、部分的であった。
それにも拘らず1870年代の工業の発展は、その発展速度の加速度化、旧来の
趨勢の崩壊、工業の構造的な制度的な変化を触発したという点で、非常に重
要であった。（Editor　Carlo　M．Cippola，The　Fonta　Economic　History　of
Europe：4（2），op．cit．，pp．441．ff．）この時期にはヨーロッパ全体にわたるいわ
ゆる農業不況に支えられて、スウェーデンの農産物輸出（価格の下落の程度
が比較的低いオート麦の輸出）は、著しく増大した。この時期の支配的な産
業は、鉄工・鉄鋼業と鉱山業（工業労働者の約1／4を雇用）と材木産業（工業
労働者の約1！5を雇用）であった。とはいえ輸出動向と工業化過程の促進とい
う点に即して言えば、伝統的な輸出産業としての鉄工・鉄鋼業は、世紀の転
換期までその回復力は鈍く、鉱山業は、その発展の契機を19世紀中葉の原石
（鉄鉱石）の輸出解禁に依存した。そのためスウェーデンの近代的な工業化過
程の本格的な開始にとって最も重要な役割を果たしたのは、本稿の補遺とし
ての別稿で概説するように、材木産業であった。材木産業は、前近代的な土
地制度の改革を含む農業改革の結果放出された勤労者、前期的な問屋制商人
であった都市の輸出業者より転じたか、鉄工・鉄鋼業者及び鉱山業者より転
じた投機的な製材業者の台頭とかれらによる資本提供（前者の場合には小
農・小作人に対する前近代的な問屋制的な資本の前貸制度の形をとり、後者
の場合には材木産業という産業それ自体の性格に規定された資本需要の相対
的な低さと投機的な利益の獲得によるその蓄積・再投資という形をとった
が〉、19世紀前半の王室国有林の民間払下と投機的な製材業者によるその買占、
材木の需要をめぐる国際的な事情に規定されたスウェーデン産の材木に対す
る国際的な需要の増大、その他の要因に支えられて、この時期に本格的に発
展を遂げたのであった。第3の時期：この時期のスウェーデンの経済は、第
1及び第2の時期の経済発展が、如何なる産業部門を中心にしたにせよ、輸
出依存型であったのに対して、相対的ではあるが国内市場向け中心の生産に、
既に転化した。1880年代中葉より農産物輸出は、終焉を告げて、部分的に畜
産・酪農品（特にバター）がそれにとって代わった。この時期には材木輸出
が総輸出高に占める比率も、1870年代の乱伐による森林資源の払底のため、
相対的に低下し、製材屑等の利用による紙・パルプ産業がそれにとって代わ
った。それと同時に先進ヨーロッパ諸国の科学技術の発展の結果燐酸性のス
ウェーデンの原石（鉄鉱石）に対する輸出需要の増大に支えられて、鉱山業
も、一時期重要な輸出産業の担い手となった。加えてこの時期にはスウェー
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　デンでは、独自の科学技術の新しい発明・開発或いは諸外国で発明・開発さ
　れた科学技術の応用・改善によって、来るべき20世紀には本格的に展開する
　各種の化学・機械（エンジニアリング）産業が、台頭しつつあった。総じて
　1880年代までスウェーデンの国内市場の狭溢性は、同国の工業化過程の推進
　を阻害した。とりわけこの国内市場の狭溢性は、化学・機械（エンジニアリ
　ング）産業（例えばミルク掩搾機、タービン、内燃機関エンジン、ボールベ
　アリングなど）・電信及び電気産業部門でなされた発見・革新に対してそう
　であった。そして1890年代に入ってようやく国内市場向けの工業生産が、外
　国市場向けの輸出産業における生産と同一な比率で拡大し、これを契機に第1
　次世界大戦の勃発直前には、国内生産総額の約112を占めるようになるのであ
　る。何れにせよ結論だけ先取りして言えば、スウェーデンの近代的な工業化
　過程における第1の時期は、いわばその本格的な開始の予備的な段階として、
　農業改革後のスウェーデンの農業生産力の増大による同国の農産物（特に穀
　物）に対する国際的な需要の増大、第2の時期は、世界的なブームによって
　生じた材木輸出を主軸とする工業化過程へのかの“飛躍”によるもの、第3
　の時期は、1850年代以後の一連の近代的な工業化過程の動向の中で、推進さ
　れた各種の産業基盤の整備（例えば鉄道の敷設や各種金融機関の創設と政府
　主導型の外国借款などによる資本調達など）に支えられて、各種産業の発展
　に伴い国内市場向けの生産（国内需要の増大）によるものであった。もとよ
　り1890年代でも国際的な経済的・社会的な動向がスウェーデンのそれに与え
　た影響は、半ば与件として機能し、同国の経済は、依然として輸出指向的で
　あった。それでもこの時期になると同国の諸産業は、ようやく全国的な産業
　循環の中で相対的に自立化の兆しを示し、この点で国内市場向けの生産への
　転化ということが、指摘されるのである。スウェーデンにおけるこのような
　近代的な工業化過程で新たに形成されるか、旧来の伝統的な産業の近代化の
　過程で一新して登場してくる近代的な株式会社については、本稿の補遺とし
　ての別稿で概説する。（スウェーデンの近代的な工業化過程に関して本稿を執
　筆するに当たって参照した主要な文献については、本号のその（1）で注記し
　たので、ここでは省略する。）
2）Eli　F．Heckscher，An　History　of　Sweden，Havard　University　Press，Third
　Printing，1968，pp．186－190，Carl　G．Gustvson，The　Small　Giant，Sweden
　Enters　the　Industrial　Era，Ohio　Univers三ty　Press，1986，pp．34－35，59－
　60，105，Franklin　D．Scott．Sweden，The　Nation’s　History，University　of
　Minnesota　Press　Mi皿eapolis，1977，pp．260－262．
3）スゥェーデンの絶対王政期の産業政策の狙いとその主たる内容については、
　既に一連の拙稿（明治大学短期大学紀要「スウェーデンにおける複式簿記の
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　伝来事情」（1）・（2）、同「18世紀中葉より19世紀中葉のスウェーデンの商
　業簿記の発展」（1）・（2）・（3）、同「スウェーデン工場簿記の発展一18
　世紀中葉より19世紀中葉にかけて一」）において言及した。
4）Eli　F．HeckScher，op．cit．，pp．185－189。
5）因みに言えば、この「国家援助代理法」は、実物財としては無価値な設立
　費・試験研究費など今日のいわゆる繰延資産項目の一部を構成する諸勘定や
　各種の旅費勘定など多額な支出項目の集計を資産として記載するべきことを
　説いた。
6）Hj．L．Hammarskj61d，op，cit．，ss．66－68．
7）Hj．L．Hammarskj61d，op，cit．，s．66，　Franklin　D．Scott，op．cit．，pp．262，568．
8）Hj．LHammarskj61d，op，cit．，ss．69－71，Ej，L．Heckscher，op．cit．，pp．195－
　196，Franklin　D．Scott，op．cit．，pp．246，262，265－266．
9）Hj．LHammarskj61d，op，cit．，s．69．
10）この問題については、本稿の（1）で株式会社の起源及び近代株式会社の起
　源と言われる「オランダ東印度会社」及び「イギリス東印度会杜」の設立と
　その沿革を顧みる中で、既に言及した。
11）Hj．L．Hammarskjbld，・P，cit．，s．8．
12）EIVing　Gui）narss（m，FErthi】日曲丁皿Hande晦kd縞Svensk　d｛onomiunde醜
　丘am　a皿　1909，U職1988轟68．
13）Hj．L．Hammarskj61d，op，cit．，s．78．
14）Hj．L．Hammarskj61d，op，cit．，s．78．
15）Hj．L．Hammarskj61d，op，cit．ss．79．
16）Hj．LHammars1輸61d，op，cit．，s．79．
17）正lj．LHammars1噸61d，op，cit．，s．78－80．
その（3）特許状或いは認可状なき株式会社の乱立　19世紀初頭より末葉まで
　スウェーデンの株式会社の発展史上、19世紀初頭以来中葉の1848年の株
式会社法の制定を経て末葉の1895年の株式会社の成立まで顕著となった現
象の一つは、特許主義（oktrojsystemet）或いは免許主義に基づく株式会
社の設立と並んで、「政府権力が賦与する特許状なき株式会社（aktiebolag
utan　oktroj　af　regeringsmakten）」或いは「認可状なき株式会社
（osanktierade　aktiebolag）」の乱立であった’）。その動向は、全社員有限
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責任制と設立に関する免許主義（許可主義）を規定した1848年の株式会社
法の制定を経て19世紀末葉に設立に関する準則主義（ett　normativt
system）が制度的に承認される1895年の株式会社法の制定まで続いた。
　1848年の株式会社法は、全社員の有限責任制と設立に関する免許主義を
規定したが、この株式会社法の制定まで原則として株式会社というbolag
の設立は、政府（国王）に対する特許状の申請・取得を必要とした。株式
会社が特許状を申請・取得する場合、それは、前世紀と同様に、概してそ
の営む事業活動が何らかの点で国策に直結し、その及ぼす経済的・社会的
な影響力が多大な、比較的限定された領域のそれであった。（例えば銀行
その他の金融活動・保険活動・運河事業・潜水及び海難救助活動など。）
この種の領域で当時設立された株式会社の代表的な事例を挙げれば、「ル
ーズ青銅会社（Ruds　kopparverksbolag）」（1803年）、「ステンスベリイェ
ス製糖所（Stensbergs　sockerbruk）」（1808年）、「カールスハムン石鹸製
造所（Carlshamns　sapebruk）」（1817年）、「グスターフスベリィェ製造
会社（Gustafbergs　fabriksbolag）」（1828年）、「カールスー・スヴァットヘ
ルスー・コーベリィェス鉱山採掘所（Cars－、　svarthtills－och
kobergsgrufvorna）」（1831年）、「ストゥレーマ綿紡績工場（Str6mma
bomullsspinneri）」（1831年）、「クロークフォッシュ鋳物会社（Krokfors
gjuteribolag）」（1838年）、「リンゴンバッカ製造会社（Lingonbacka
fabriksbolag）」（1838年）、「ニィチェーピング製造工場会社（Nyk6ping
Bruks－och　faktoribolag）」（1839年）、「ルンズ甜菜製糖製造所（Lunds
hvibetssockerbruk）」（1839年）、「ノッルテェリィェライフル製造株式会
社（Norrtelij　gevarsfaktori　aktiebolag）」（1843年）、「ブインブゥダーヒ
ッチワックス会社（Findboda　beckbrukusbo｝ag）」（1844年）、「ホルム
ス・グランニンゲ製造会社（Holms　och　Graninge　brukusbolag）」（1847
年）などである゜f・1）。
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cf．1）上記の各株式会社について簡単に補足説明すれば、以下のようである。
　　　「ルーズ青銅会社」の資本は、　1株50Rdrの株式100株より成り、株主は、
　　出資の義務と事業活動に対する最終的な危険負担を負った。同社は、株式の
　　譲渡の場合株式の買取の意思の有無を尋ねるべきこと、会社機関（bolags
　　organer）として株主平等の原則・資本多数決の原理による持株数に従って決
　　議権を行使する総会、取締役会、監査役を設置するべきこと、定款変更の決
　　議は、有効過半数（qvalificerade　majoritet）によるべきこと、各株主は、自
　　己の意思で自由に退社する権利を承認されるべきことなどを定めた。株主が
　　鉱石を発見した場合その鉱石の所有権は、会社に帰属するとされた。
　　　「ステンスベリイェス製糖所」は、31名の人々が定款に署名して成立した。
　　同社の資本は、記名式株式は300株、1株の券面額は225Rdr　10　sk．8rst．と
　　いう端数を持った株式より構成された。同社は、所定の期間以内に株式の払
　　込がある場合、利子（renta）相当分を補償した。払込の慨怠がある場合その
　　株式は、最終的には失権株とされた。同社は、会社機関として株式数に従っ
　　て議決権を行使する総会、重役、監査役を設置した。株主は、会計書類の閲
　　覧をすることができた。株主が会計書類を閲覧した後に監査役まは総会は、
　　重役の責任解除を承認或いは否決した。未発行株は、失権株となった。株式
　　は、公開の取引所（oppe皿bod）でバラ売りされた。
　　　「カールスハムン石鹸製造所」は、記名式の株式100株の資本を基礎とし、
　　出資は、1人1株とし、金銭出資の他に現物出資も認めた。同製造所は、こ
　　の株式を、動産と同様に、例えば1株の11100の部分株など、どんな大きさに
　　も分割したり、買戻する権利を有した。同製造所は、共同出資者25名より成
　　り、かれらは、出資の義務と事業活動に対する最終的な危険負担を負った。
　　かれらは、かの商法典の15章§1の規定の適用によって、同製造所の債務に
　　対してはその出資持分に従って責任を負った。同製造所は、会社機関として
　　株式数に従って議決権を行使する総会、裁判所で会社を代表する資格のある
　　重役会、及び監査役を置いた。決算は、貸借対照表及び損益計算書で行った。
　　重役会は、5名の人々より成り、頭数に基づいて投票し、利益分配を決定し
　　た。監査役は、会社の書類を閲覧できた。定款変更の決議は、全株式の2！3の
　　賛同を得るまで反復することを要した。
　　　「グスターフスベリィェス製造会社」の資本は、1株の額面1，000Rdrの記
　　名式株式200株より成った。同社は、会社機関として総会と重役会を設置した。
　　同社の場合株主は、如何なる追加出資（tillskott）の義務も課せられなかった
　　が、同社の債務に対しては依然として人的連帯責任を負わされた。
　　　「カールスー・スヴァットヘルス・・コーベリィェ鉱山採掘所」の資本は、
　　1株の額面100Rdrの株式400株より成り、創立総会の開催にこぎつけたが、
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その後の消息は不明であった。
　「ストゥレーマ綿紡績工場」の資本は、記名式株式20株より成った。同工
場は、株式の譲渡の場合株式の買取の意思の有無を尋ねるべきことを定めた。
同工場は、会社機関として総会、執行権を比較的制限した重役会、監査役を
設置した。株主は、出資・追加出資の義務と同工場の債務についてはその持
分に比例した弁済責任の他に、株式の価値が半分に下落すればそれに基づい
て最終的にはその株式を引取・処分するという危険負担を負った。
　「クロークフォッシュ鋳物会社」の資本は、1株の額面2，000Rdrの記名式
のクーポン付株式100株より成り、その共同出資者は、13名であった。同社は、
例えば、株式の譲渡の場合1年以内に支払をするべきこと、その金額は、簿価
によるべきことなど、かの商法典15章（§9）の規定を適用した。同社は、会
社機関として株式数を基礎として決議する総会、会社の管理・運営のために
経営・事業責任を負い代理権及び服従指示権を有する支配人（diSPGnent）、
監査役を設置した。同社の定款変更或いは同社の解散は、314の多数決原理に
よるべきものとされた。
　「リンゴンバッカ製造会社」の資本は、1株の額面100Rdrの譲渡可能な株
式500株より成った。払込の1解怠は、最終的には失権株として処理された。同
社は、会社機関として定期総会または特別・臨時総会、取締役会としての経
営陣（fdrvaltning）、監査役を設置した。総会の決議は、株式数を基礎とした。
取締役会は、単独で借入することを禁止された。同社の定款変更は、総会で
幾度か投票を反復することによって行われた。同社は、会社内で争議が生じ
た場合解決の裁定を裁定人に委ねた。
　「ニィチェーピング製造工場会社」の資本は、同社の設立に関する当初の
提案によれば、1株の額面4，000Rdrの記名式株式50株、その後なされた別の
提案によれば、1株の額面1，000Rdrの無記名式株式400株より成った。同社
は、増資の決議を可能としたが、その場合株式所有者が、かれの株式の償還
を要求する権利を承認した。同社は、会社機関として株主総会、取締役会、
監査役を設置した。
　「ルンズ甜菜製糖製造所」は、23名の人々が定款に署名して成立した。同
社の資本は、1株の額面100Rdrの記名式株式150株より成った。同社は、株
式の譲渡の場合買取の意思の有無を尋ねるべきことを定めた。同社は、会社
機関として株式数に従って決議する総会、重役会、監査役を設置した。同社
の対外借入限度額は、株式資本の額までとした。同社の定款変更は、総会の
決議によった。この場合総会には株主総数の2！3が、参集していること、その
決議は、総会出席者の314の多数決によるべきこととした。
　「ノッルティリイェライフル製造株式会社」の資本は、1株の額面
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333Rdr．16　sk．という端数付の無記名式株式90株より成り、この株式は、株券
に記載された文言によれば、会社の資産の1190の所有権を表象した。同社は、
会社機関としては株式数に従って決議する総会と重役会を設置した。
　「フィンブゥダーヒッチワックス会社」の資本は、株式数90株より成った。
株主は、如何なる追加出資の義務も責任も課せられることはなかった。同社
は、株式の譲渡の場合買取の意思の有無を尋ねるべきことを定めた。同社は、
事業経営の遂行を経営陣（fdrvaltning）に委ねた。同社は、株式の分割償還
を認めた。同社は、配当をそれが運転資本（r6relsekapitalet）に食い込まな
い限り承認した。
　「ホルムス・グランニンゲ製造会社」の資本は、1株の額面5，200Rdrの記
名式株式150株より成った。同社は、株式の譲渡の場合買取の意思の有無を尋
ねるべきことを定めた。株主は、如何なる追加出資の義務も責任も課せられ
ることはなかった。（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，ss．80－82、）
　1848年の株式会社は、全社員の有限責任制と設立に関する免許主義を規
定したが、この株式会社の制定まで原則として株式会社の設立は、政府
（国王）による特許状の取得を必要とした。とはいえ実際問題としては特
許状の申請と取得は、株式会社というbolagの設立の絶対的な条件ではな
かった。そして当時一般に特許状なき「有限責任の組織体（bolag　med
begransad　ansvarighet）」を設立することが可能であることを主張する場
合強調されたのは、つぎのような一連の論理であった。即ち何よりも先ず
株式会社の設立について特許状の申請と取得とは、特定の事業活動に対す
る独占と国家の資金援助を目的としており、必ずしも株式会社という
bolagに対して法人格を賦与する根拠とはならないこと、株式会社という
bolagの構成員の対内的・対外的な責任を人的責任より免除し、それを有
限責任とするということは、法解釈を媒介としてであれ、スウェーデンに
も到来した経済自由主義の思潮を反映して、既に事実問題として承認され
ていること、従って特許状の申請と取得の問題は、論理的にはその構成員
の責任問題とは本来的に関わりがないし、現実的にも特許状の申請と取得
が、株式会社というbolagの構成員の対内的・対外的な責任を限定するこ
とを目的としたような事例は殆どなく、あったとしても極めて稀なこと、
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株式を基礎として設立される特許状なき会社の多くは、その諸規則に構成
員の責任の限定に関する諸問題を明示するか、或いは少なくてもそれを暗
黙の前提としているというのであった。もとより当時問題とされた組織体
の構成員の「責任を限定するその根拠と前提については、不明瞭な点が
多々存在していた」2｝ことは、事実であった。そのため「共同出資者とし
ての株主相互間の責任或いは株主の第三者に対する責任について多様でそ
れ自身相互に相違する取決がなされても、それは、株式を基礎とする会社
の本質に矛盾しない」3）とさえ主張されたのであった。そして1848年の株
式会社法が設立に関する特許主義より免許主義に移行した後にも、事態は
基本的に変わらなかった。
　1848年の株式会社法を制定するに当たって、スウェーデンでもさしあた
り「諸外国で当時普及していた見解に従って、出資者・社員を人的連帯責
任より解除すること（befrielsen　frtin　persoligt　och　solidarist　ansvar）は、
特別な恩典と見倣され、その恩典は、企業の定款の認可を媒介とする国家
の承認を必要とする」4）と考えられた。とはいえ19世紀初頭以来の特許状
なき株式会社の乱立という実業界の動向は、既にこの法典の制定前後より
このような考え方を遥に乗り超えて、全社員の有限責任制の承認という問
題を、株式会社というbolagの設立の場合従来問題視されてきた特許状の
賦与或いは定款の認可という問題とは本質的に異なる別問題として処理す
るまでになっていた。政府は、このような実業界の動向を阻むことに苦慮
したが、当面、その有効な手段はなかった。
　次号で見るように、このような状況の下で株式会社というbolagに対す
る制度的な整備の一環としてさしあたり急務とされたことは、既に事実問
題として実業界で承認されていたその構成員（社員・株主）の有限責任を
法的・制度的に明認することであった。それと同時に1848年の株式会社法
によって株式会社の設立に関する17世紀以来の特許主義（oktrojsystemet）
が免許主義にとって代わられた後にも、益々進行する認可状なき株式会社
の乱立が、設立に関する旧来の諸規制を殆ど形骸化している現状に鑑みて、
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設立に関する免許主義を止揚し、準則主義への移行を図ることが望まれて
いたのである。株式会社というbolagの全社員の有限責任制と設立に関す
る準則主義は、譲渡自由な等額株券の一般的な流通のための法的・制度的
な支柱である。結論を先取りして言えば、1848年の株式会社法は、フラン
ス法の影響の下に、そのような法的・制度的な支柱の一つである全社員の
有限責任を明認し、「出資者の経済的責任は、投下された資本の額を限度
とする」5）という規定を盛り込んだのであった。とはいえ同法は、株式会
社というbolagの設立については旧来の特許主義より免許主義に移行する
に留まった。次号で見るように、1848年の株式会社法の編纂作業のために
設置された1844－1845年の国会の四部会（Standerna）は、設立に関す
る特許主義より免許主義へ移行する場合、会社の定款に対する政府の認可
状なき株式会社の設立に関する禁止条項を盛り込むことを提案したが、こ
の提案は、拒否された。それは、株式会社の設立の場合認可状を取得する
ことは、それによって会社が、その事業活動に対して国家の資金援助を得
ることを目的としており、認可状を取得することそれ自体は、必ずしも株
式会社が法人格を取得する要件とは見倣されない一この考え方は、この株
式会社法の発布後に新たに制定された1887年の商業登記等に関する法律で
も前提となっていたが一という主張によるものであった6）。そして免許主
義より準則主義への移行は、ドイツ法に倣った1895年の株式会社法の制定
まで侯たなければならなかったのである7）。
　1848年の株式会社法が、直接的には設立に関する免許主義を規定した結
果として、政府は、個々の株式会社が設立される場合調査をなし、設立の
認可を求めている各企業が、株式会社という企業の法律形態を採ることに
よって実際にはどんな利点があるかという問題に判断を下すことを求めら
れた。1870年代まで政府は、法の要請に従って実際にこの調査と判断に関
与したようである。例えば政府は、一連の企業とりわけ製造会社・鉱山会
社・運河会社などの設立に対して認可状を賦与する場合複雑な手順を踏ん
だと言われる。とはいえ1870年代以後政府は、この認可の手続きを簡略化
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し、調査の力点を概して定款を補足し、より完全なものにすることに置く
ようになった。1890年代の初頭には、政府は、幾つかの比較的小規模な株
式会社の設立に対して認可状を賦与することを拒否した。この場合政府が、
その理由として特に指摘したことは、これらの企業は、株式会社という法
律形態を適用するには余りにも小規模過ぎるということであった8）。この
時期に認可状の取得による国家の資金援助という恩典を期待して、比較的
小規模な株式会社の設立が、隆盛を極めたが、このような現象は、基本的
には1870年代に遅れた近代的な工業化過程を本格的に開始し、その過程を
急速・短期間に推進しようとするスウェーデンの経済社会の動向と無縁で
はなかった。そしてこれに拍車をかけたのは、1848年の株式会社法が、
「株式資本の最低限度に関する諸規定（bestammerlser　om　lagsta
aktiekapital）」を欠如していたことであった。（この問題については、次
号で触れるが、その解決は、1895年の株式会社法に「最低資本金
（minimiaktiekapital）」の制度が導入されるまで侯たなければならなかっ
た。）そのため、例えば、1881年に事業活動を営んでいたおよそ1，200社
の株式会社の中でも、約80社は、株式資本金5，000kr以下、　Y4社は、株式
資本金25，000kr以下、最大規模の株式会社の株式資本金は、100，000，000
krなど、株式資本金の規模は、様々であった9）。
　1848年の株式会社法の制定以後19世紀末葉までに設立された認可状な
き株式会社は、1890年現在で約200社であった。それらの株式会社は、そ
の営む事業活動の内容より見れば、大まかに言って鉱山会社と精錬所
（grufiVebolag　och　hyttebolag）、製造会社（bmksbolag）、商的会社などよ
り成った゜f・2）。何れの業種の株式会社の場合でもその委細は、定かではない
し、社員の責任問題と法人格取得の論理も、曖昧さを残していた。とはい
えこれらの株式会社は、さしあたり制度的に如何に不備であっても、その
事業活動の遂行の過程で制度的な適合性を調えつつ、同時に制度それ自体
の改善を求めていったのであった。その顕著な事例は、スウェーデンの近
代的な工業化過程の本格的な開始を侯って漸く同国の全体として経済循環
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の中で相対的に自立的な地位を確立していく近代的な商業活動の個別的な
担い手としての商的企業を株式会社形態で設立する問題に関連して、いわ
ゆる営利を目的としない共同組合という企業形態の性格を問い、新たに共
同組合法の制定を見たことであった。
cf．2）上記の鉱山会社と精錬所、製造会社、商的企業について、簡単な補足説明
　　をすれば以下のようである。
　　　鉱山会社と精錬所の場合その株式の額面は、殆ど明示されていない。この種
　　の株式会社の規則が共同出資者の責任問題に言及する場合最もしばしば見られ
　　た表現は、例えば「全ての株主は、かれらが資産請求権を有する場合と同様な
　　程度と条件で、負債に対しても責任を負う」（Hj．L．Hammarskj61d，op．cit．，s．88．）
　　というような表現である。これらの表現は、より古い時代の会社の定款に見ら
　　れた表現と同様に、何よりも先ず第一義的に人的責任の分担（en　delad
　　personlig　ansvarighet）という仮定に関係する。但しその意味するところは、
　　その責任の程度が、各人の持分に相応するべきであるということを排除するも
　　のではなかった。そして鉱山会社と精錬所の幾つかの事例は、既述の1855年
　　の鉱山法§60の規定を引き合いにだしつつ、この問題にはっきりと言及したと
　　言われているが、その委細は、分かっていない。これらの鉱山会社と精錬所が
　　株式の額面を明示する場合その意図は、その構成員の全ての人的責任を排除す
　　ることにあったと言われている。
　　　製造会社は、全体として、通常、認可状のある株式会社と非常に類似して
　　いた。これらの会社はまた、しばしば或る一定期間の経過後に認可状を取得
　　して認可状なき株式会社からの転換を図った。少なくてもこれら会社の大半
　　の場合共同出資者もまた、政府による認可状に依存することなく、人的責任
　　から排除されることを求めた。けれどもその組織体の構成員は、通常、依然
　　として追加的な出資義務（tillskottsplikt）が課せられた。だがまた或る場合
　　には、個々の共同出資者は、その持分・出資額に応じて責任を負うというこ
　　とが、幾分かの不明確さを伴いながらも、言及されていたのである。
　　　商的企業の場合、少なくても利益の獲得を事業活動の固有な主要な目的と
　　して株式会社というbolagを設立する事例は、非常に少なかった。この時期に
　　何らかの形でいわゆる売買活動に従事する組織体でもその大半は、各種の協
　　同組合を形成した。これらの組合の売買活動は、当時のスウェーデンで着手
　　された一連の社会改革運動の一環として、何よりも先ず、その組織体の構成
　　員の消費生活に必要な生活必需品を調達・分配することに力点を置いた。こ
　　の場合個々の組合規定は、その構成員の責任問題に言及したが、この規定も、
100
しばしば曖昧な点を残していた。そのため商的活動を営むために認可状なき
株式会社が設立された場合、実務ではその責任問題をめぐって様々な意味・
解釈が生じた。そしてその混乱の収拾は、19世紀末葉頃に新たに制定された
協同組合法等の新しい幾つかの法律を制定することによって図られたのであ
った。更に認可状なき商的株式会社の中でも特殊な性格の株式会社は、都市
でのアルコール販売を目的として設立された会社、或いは可燃性の石油の販
売のために特別法によって設立され少なくとも組合（fdreningar）に非常に
近い性格の会社・組織体であった。これらの会社・組織体の規則も、その後
間もなく特別法に委ねられていったのである。
　その他に認可状なき株式会社として設立された会社は、修理作業を目的と
した作業所、銀行業務の遂行を目的とした会社（例えば相互銀行bankfolken）
船舶運行のための会社、多かれ少なかれ純粋に大衆の娯楽等を目当てとした
会社（例えばプールの設置と造園、ホテルと劇場、運河・港湾施設等の整備、
雑誌と電話銅線の敷設など、各目的で設立された株式会社）である。これら
の会社の場合、相互銀行を除いて、たとえ定款の作成の際に責任問題を念頭
においても、それを明瞭に言及することは避けた。けれども相互銀行の場合、
通常、一般には、連帯責任を引受することが明瞭に義務付けられていた。他
方それ以外の会社・組織体の場合完全な人的責任をはっきりと排除すること
が、しばしば想定されていた。（Hj．L．Hammarskj61d，op，cit．，s．89．）
　こうしてスウェーデンの経済社会では、1848年の株式会社法の制定以後、
その法規定それ自体に内在している、次号で見るような様々な若干の曖昧
さのために、時としては法解釈を媒介としながら、経済的な事実問題とし
て既に存立していた、株式を基礎とし社員の有限責任を標榜する株式会社
が認可状なしに設立される一方、特殊な事業活動を営む企業に対してはそ
の性格の検討を通じて個別的にそれぞれ当該の法律を制定しつつ、1848年
の株式会社法に言う株式会社という企業形態の概念・内容を明確化しよう
とする試行錯誤の過程が、19世紀末葉まで続いたのである。そしてこのよ
うな過程の後に1895年の株式会社法は、始めて設立に関する準則主義に立
脚し、81条より成る近代的な株式会社法の基本的な原型を提示したのであ
った・°）。1910年の株式会社法は、この1895年の株式会社法を基礎としなが
ら、その一層の精緻化と「近代化」を図り1・）、20世紀初頭のスウェーデン
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の経済社会の要請に応えて新しい幾つかの内容をそこに盛り込んだのであ
る。
　なお本説を閉じるに当たってここで一言付言しておくべきことは、スウ
ェーデンにおける近代的な工業化過程の本格的な開始とそれを背景とする
近代的な株式会社の形成・発展の問題である。この時期に前後してスウェ
ーデンの各種の産業部門で設立された株式会社は、1848年の株式会社法に
おける全社員有限責任制と1895年の株式会社法における設立に関する準則
主義の導入によって、資本の動化のための基本的な法的整備の過程を背景
としつつ、その或るものは、その後の同国の経済発展と共に、今ロ、同国
における多国籍企業として世界的に著名な株式会社にまで発展した12）。と
はいえこれらの近代的な株式会社の形成・発展の事情については、本稿の
直接的な課題との関連とりわけ同国の近代会計関連法規の基礎としての株
式会社の生成・発展、従ってまた株式会社の制度的・法的な承認という問
題との関連では、当面、先送りしても、大した支障はない。もとよりそれ
は、これらの株式会社の重要性を否定するものではないし、それどころか
より一般的に混合経済型の同国における福祉財源として、一方では巨大株
式会社に対する各種の国家的な優遇措置による巨大株式会社の国際競争力
の強化と利潤獲得、他方では福祉経済型の分配（とりわけ巨大株式会社に
対する高率な課税負担）という視角より同国の近代株式会社の発展という
問題を論及しようとすれば、その論述の力点は、これらの近代株式会社の
形成・発展に置かれなければならないであろう。そのためスウェーデンの
近代的な工業化過程とその近代的な株式会社の形成・発展の状況について
は、本稿の補遺としての別稿で概観したいと思う。
注1）Hj．LHammars幻61d，op．cit．，s．80．
　2）Hj．L．Hammars1匂61d，op．cit．，s．83．
　3）Hj．L．Hammars幻61d，op．cit．，s．83．
　4）Mats　Glader，　H㎞Bohman，H益lcan　Boter，Ake　Gabrielsson，F6retagsformer
　iteori㏄h　tMtimpning，En　Stu（lie　med　inriktning　pa　mindre　och　medelstora
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9）Mats　Glader，m．fl．，op，cit．，s25．
10）Utgifha　af　Enk　S6derstrOm，gallande　Lagar　Aktiebolag　jairnte　Tillh6rande
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　Formltir　ss．350－372．Uppsala，1906，Almqvist＆WickSellsBoktryckeri　AB．
11）H盒kan　Nial，Akiebolagsr註tt，F6reltisningar　6ver　1944蓋rs　aktiebolag，
　Stockholm，1946，s．10．，とりわけ次号（「スウェーデンにおける株式会社の発展
　（3）、5．株式会社の制度的な承認）で触れるように、当時、ドイツ等その他
　のヨーロッパ諸国では既に問題になっていた貸借対照表作成上の評価規定は、
　1895年の株式会社法では言及されなかったが、同法の近代化を図った1910年
　の株式会社法で始めて導入されたことは、留意するべきである。折しもの頃
　設立されたスHandelsh6gskolan　i　Stockholmに就任し、理論家としても実務
　家としてもその後同国の近代会計学の基礎を築いたOskar　Sillenは、その後の
　スウェーデンの経済社会の発展上の要請に応えて、評価問題に関する半ば古
　典的な名著である例えばNyare　balansvarderings－principer，　Stockholm，
　1931，0skar　Sillen　och　Nils　Vasthagen，Balanvaderings－principer　med
　sarskild　hansyn　till　resultatber註kning　vid　vaxlande　priser　och
　penningsvarde，8　uppl．，Stockholm，1965において、評価問題に関するスウェ
　ーデンの動向について詳細な研究を展開したことである。この問題について
　は、現在執筆中の著作で言及する予定である。なお同国でOskar　Sillenについ
　ての近年の本格的な研究文献であるEva　Wallerstedの著作及び一連の論文
　（例えば、Oskar　Sille16n－Professor　och　Praktiker，Nagra　drag　i
　FOretagsekonomiaments　tidiga　utveckling　vid　Handelsh6gskolan　i
　Stockholm，1988，Uppsala、　Oskar　Sill6n　som　docent　vid　Handelsh6gskolan
　iStockholm　1912－1915、　Working　Paper　1985！2、F6retagsekonomiska
　Institutionen　vid　Uppsala　Universitet，Print　Series　199016　Professor　och
　Praktieker，Balans　12189，pp．50－60，Print　Series　199017，Revisor　och
　Radgivare，Balans　12189，pp．50－56）もまた、同国の近代会計の制度的な枠
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　Swedes，Almqvist＆Wiksell　International，Stockholm，Sweden，1984．，Carl
　G．Gustavson，The　Small　Giant－Sweden　Enters　the　Industrial　Era，Ohio
　University　Press，Athens　Ohio，London，1986，Erik　H6rnell　and　jan－Erik
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